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１．全国推進事業の目的 

次世代施設園芸拠点の概要、高度環境制御技術の導入や技術実証の成果をホームページ

や資料等により発信し、次世代施設園芸全国展開推進フォーラムを開催することで、拠点

で得られた知見やノウハウを全国に発信する。 

また、次世代施設園芸拠点で得られた各種データ等を収集・解析し、大規模施設園芸の

運営における課題と解決策を検討するとともに、コスト低減のための施設・設備仕様の標

準化等の検討を行う。 

さらに、これらをもとに大規模施設園芸に取り組む意向のある産地に対する事業計画の

策定や、次世代施設園芸拠点に対する技術的支援や労務管理の構築を支援する。高度環境

制御技術が行える栽培技術者や指導者の育成のための研修の実施、次世代施設園芸拠点等

で活用できる人材育成のための共通コンテンツを作成し、さらに次世代施設園芸や先進的

な施設園芸を行っている生産者で研修生を受入可能な事業者をリスト化し、研修希望者と

のマッチングを行う。 

これらの取組を一体的に行うことで次世代施設園芸の取組を各地域に展開することを目

的とする。 

 

 

２．全国推進事業の概要 

（公募要領より） 

次世代施設園芸の地域展開を促進するため、次の取組を支援する。 

ア 全国的な次世代施設園芸関連情報の発信 

次世代施設園芸拠点の概要、高度環境制御技術の導入や技術実証の成果をホームペー

ジや資料等により発信することで、拠点で得られた知見やノウハウを全国に発信する。 

また、次世代施設園芸拠点を横断的に比較して意見交換等を行う次世代施設園芸全国

展開推進フォーラムを開催する。 

イ 栽培データ等の収集・分析、標準化の検討 

次世代施設園芸拠点で得られた栽培データ等を収集・解析することで、大規模施設園

芸の運営における課題を洗い出し、解決策を検討する。また、当該拠点で得られたデー

タから、コスト低減のための施設・設備仕様の標準化等の検討を行う。 

ウ 次世代施設園芸に取り組む意向のある産地への計画策定支援、経営・栽培指導 

次世代施設園芸拠点で得られた知見やノウハウを活用し、高度環境制御栽培技術によ

る大規模施設園芸に取り組む意向のある産地に対する事業計画の策定を支援する。次世

代施設園芸拠点に対する技術的支援や労務管理の構築を支援する。 

エ 高度環境制御栽培技術研修の実施 

高度環境制御技術の習得が可能な施設において、生育状況に応じた高度環境制御等を
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行うことができる栽培技術者や指導者を育成する研修を実施するとともに、次世代施設

園芸拠点等で活用できる人材育成のための共通コンテンツを作成する。 

オ 次世代施設園芸に係る人材育成プログラムの構築 

次世代施設園芸や先進的な施設園芸を行っている生産者で研修生を受入可能な事業者

をリスト化し、研修希望者とのマッチングを行う。また、各次世代施設園芸拠点に合わ

せた研修プログラム策定の支援や研修生受入後のフォローアップを行う。 

さらに、研修指導者のスキルアップを図るためのセミナーや指導を行う。 

 

 

図 全国推進事業の実施概要 

 

 

 

３．全国推進事業の実施体制 

 

３．１ 運営委員会の構成 

3.1.1 企画委員会（４名） 

運営委員会

日本施設園芸協会

専門委員 
栽培・環境制御

・生産管理 

研修拠点

農研機構・植物工場研究会

 
三重県・大阪府大・愛媛大 

次世代施設園芸拠点 

北海道・宮城・埼玉・静岡・ 
愛知・富山・兵庫・高知・大 

分・宮崎 

新規参入者

座 学 実 習

見 学

企 画 委 員 会 

研修検討専門委員会

次 世代施設園芸
検討 専門委員会 

標準化 検討専門委員会 
公開 教材

施設園芸生産者 

行政自治体関係者 

栽培・技術指導者 

学生・農高生等 

次世代施設園芸の
加速化・展開

標準化

データにもとづく管理、運営 
管理、施設事例集

情報発信
次世代施設園芸フォーラム、 
マッチング、展示会、パンフ
レット、HP 、 全国実態調査

植物工場事業者
太陽光型・人工光型での 
データにもとづく管理、運 

営管理のモデル化 

人材育成

調査・支援

調査・支援

人材育成
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   委員氏名       所属・役職名 

委員長  高市 益行 

委 員  古在 豊樹 

     林 真紀夫 

     大山 寛 

農研機構 野菜花き研究部門 企画管理部長 

千葉大学名誉教授、NPO植物工場研究会 理事長 

東海大学名誉教授 

全国野菜園芸技術研究会 会長 

 

3.1.2 次世代施設園芸検討専門委員会（４名） 

   委員氏名       所属・役職名 

委員長  東出 忠桐 

 

副委員長 大山 克己 

      

委 員  後藤 英司 

     阪下 利久 

 

農研機構 野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域 

施設生産ユニット長 

みのりラボ(株)代表取締役、大阪府立大学植物工場研究セ

ンター特認准教授 

千葉大学大学院園芸学研究科 教授 

オイシックス（株）ＳＣＭ本部 商品本部 技術開発リー

ダー 

 

3.1.3 高度環境制御技術研修施設選定審査委員会（3名） 

   委員氏名       所属・役職名 

委員長 林  真紀夫 

委 員 佐瀬 勘紀 

    板木 利隆     

東海大学名誉教授 

日本大学生物資源科学部 教授 

板木技術士事務所 所長 

 

3.1.4 高度環境制御技術研修検討専門委員会（6名） 

   委員氏名       所属・役職名 

委員長  中野 明正 

 

副委員長 和田 光生 

委 員  塚越 覚 

     礒崎 真英 

     高山 弘太郎 

     今村 仁 

 

野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域 生産環境

ユニット長 

大阪府立大学大学院生命環境科学研究科  講師 

千葉大学環境健康フィールド科学センター  准教授 

三重県農業研究所野菜園芸研究課 主幹研究員 

愛媛大学農学部 准教授 

農研機構 九州沖縄農業研究センター イチゴ栽培グル

ープ上級研究員 

 

3.1.5 施設・設備標準化検討専門委員会 （３名） 

   委員氏名       所属・役職名 
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委員長  丸尾 達 

副委員長 岩崎 泰永 

 

委 員  鈴木 克己 

千葉大学大学院園芸学研究科  教授 

農研機構 野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域

生産工学ユニット長 

静岡大学大学院総合科学技術研究科農学専攻  教授 

 

3.1.6 専門委員（７名） 

   委員氏名       所属・役職名 

 大山 克己 

 

 岩崎 泰永 

 

 白石 秀樹 

 吉田  征司 

 高山 弘太郎 

みのりラボ(株) 代表取締役、大阪府立大学植物工場研究

センター特認准教授 

農研機構 野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域

生産工学ユニット長 

白石農業ＴＱＭ事務所 所長 

JA全農生産資材部 主管 

愛媛大学農学部 准教授 

 

 

３．２ 運営委員会の開催 

3.2.1 企画委員会 

＜事業の効率的な実施を図るため、取り組み内容の検討および進捗状況の確認を行う＞ 

第 1回  開催日：平成 28年 7 月 1日 

     場 所：東京八重洲ホール 

     出席者：委員、農水省担当官、事務局 

検討事項： 本事業の実施計画について 

第 2回  開催日：平成 28年 12 月 8日 

     場 所：東京八重洲ホール 

     出席者：委員、農水省担当官、事務局 

     検討事項： 本事業の実施状況について 

第 3回  開催日：平成 29年 3 月 15日 

     場 所：コングレスクエア日本橋 3FカンファレンスルームＡ 

     出席者：委員、農水省担当官、事務局 

     検討事項：本事業のとりまとめについて 

 

3.2.2 次世代施設園芸検討専門委員会  

＜次世代施設園芸関連情報の全国発信と取組意向のある産地への計画策定支援、経営･栽培指導

等の検討を行う＞ 

第 1回  開催日：平成 28年 6 月 14日 
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     場 所：日本施設園芸協会 会議室 

     出席者：委員 4名、農水省担当官 1名、事務局 4名 

     検討事項： 本事業の実施計画について 

第 2回  開催日：平成 29年 3 月 6日 

     場 所：コングレスクエア日本橋 3FカンファレンスルームＡ１ 

     出席者：委員（次世代施設園芸各拠点）、農水省担当官、事務局 

検討事項： 本事業の実施状況について 

 

3.2.3 高度環境制御技術研修施設選定審査委員会 

 ＜研修施設の選定および成果状況の確認を行う。＞ 

第 1回  開催日：平成 28年 4 月 26日 

     場 所：東実年金会館 小会議室 

     出席者：委員 3名、農水担当官 2名、事務局 2名 

     検討事項：本事業の実施計画について 

          高度環境制御技術研修施設選定審査について  

        (検討結果)：①５実施機関（農研機構、NPO 植物工場研究会、大阪府大学、

愛媛大学, 三重県農業研究所）を選定 

               ②現地指導専門委員委嘱了承 

第 2回  開催日：平成 29年 2 月 24日 

     場 所：東京八重洲ホール 

     出席者：委員、農水省担当官、事務局 

     ※第 2回研修検討専門委員会と同時開催 

     検討事項：本事業の実施結果について 

 

3.2.4 高度環境制御技術研修検討専門委員会 

 ＜高度環境制御技術研修の実施及び次世代施設園芸に係る人材育成プログラムの構築支援等の

検討を行う。＞ 

第 1回  開催日：平成 28年 6 月 10日 

     場 所：東京八重洲ホール 

     出席者：委員 6名、農水省担当官 1名、事務局 2名 

     検討事項： 本事業の実施計画について 

第 2回  開催日：平成 29年 2 月 24日 

     場 所：東京八重洲ホール 

     出席者：委員、農水担当官、事務局 

     ※第 2回高度環境制御技術研修施設選定審査委員会と同時開催 

検討事項： 本事業の実施結果について 
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3.2.5 標準化検討専門委員会 

 ＜次世代施設園芸に係る栽培データ等の収集･分析、施設・設備の標準化及び施設内環境や生育

状況の指標作成等の検討を行う。＞ 

第 1回  開催日：平成 28年 6 月 21日 

     場 所：日本施設園芸協会 会議室 

     出席者：委員 4名、農水担当官 1名、事務局 2名 

     検討事項：事業実施計画について 

第 2回  開催日：平成 29年 3 月 1日 

     場 所：東京八重洲ホール 

     出席者：委員、農水省担当官、事務局 

     検討事項：本事業の実施結果について 

 

 

４．全国的な次世代施設園芸関連情報の発信 

 

４．１ 次世代施設園芸の展示・紹介 

4.1.1 ホームページでの情報発信 

次世代施設園芸拠点の情報発信（拠点情報の紹介、パン

フレットの掲載等）、及び高度環境制御技術に係わる研修の

情報発信（研修情報、研修拠点リンク、共通テキスト公開）

を中心に専用ホームページを整備し、随時更新を行ってお

り、また過去の報告や資料等へのリンクも集積させている。 

URL: http://plantfactory-japan.com/index.html 

 

 

4.1.2 展示会等での紹介 

 各種展示会等での次世代施設園芸への取組みを紹介し、高度環境制御技術を用いた大規模施設

園芸技術や運営等についての情報発信と周知を図った。 

 日本施設園芸協会主催で平成 28年 7月 27～29日に東京都で開催された施設園芸・植物工場展

（ＧＰＥＣ）にて次世代施設園芸の紹介ブースを設け、来場者へ事業内容の説明や資料配布等を

行った。同様な紹介を日本施設園芸協会主催で平成 28年 10月 13～14日に静岡県沼津市で開催さ
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れた施設園芸新技術セミナー・機器資材展 in静岡、及び平成 29年 2月 16～17日に東京都で開催

された第 38回施設園芸総合セミナー・機器資材展にて行った。 

また農畜産業振興機構と野菜流通カット協議会（事務局：日本施設園芸協会）の共催で平成 28

年 11月 15日、および 29年 3月 7日に東京都で開催された、国産野菜の契約取引マッチング・フ

ェア in 東京にて、国産野菜の実需者や関係者に対し資料配布や展示を行った。 

 

４．２ 次世代施設園芸フォーラムの開催（三菱総合研究所に開催企画を業務委託） 

4.2.1 開催目的 

 次世代施設園芸拠点の多くが栽培開始した本年度は、以下を目的に「次世代施設園芸フォーラ

ム in 高知」として高知県において、日本施設園芸協会の主催により開催した。 

①拠点や拠点と同様に大規模の施設園芸を行う事業者の経験を共有し引き継ぐこと 

②次世代施設園芸の全国への展開に向けた課題や対応の方向性を協議すること 

フォーラムの報告では、農林水産省の情勢報告、高知県の次世代型こうち新施設園芸システム

についての報告、次世代施設園芸高知県拠点における取り組み報告を行った。またフォーラムの

討議では、次世代施設園芸拠点への現地調査結果等をもとに、全国の拠点の取り組み状況、生産

管理・作業管理、組織体制・人材育成、データ管理の４点を中心に報告や意見交換を行った。さ

らに稼働が始まった次世代施設園芸高知県拠点にて現地視察を行った。 

 

 

4.2.2 開催概要 

a.月日：平成 29年 1月 26日（木）～27日（金） 

b.会場：1日目（フォーラム）：高知県立県民文化ホール｢グリーンホール｣ 

    2 日目（現地視察）：次世代施設園芸高知県拠点（高知県四万十町黒石） 

c.後援：農林水産省、高知県 

d.対象者：農業生産者、農業団体、関連企業、行政・普及・試験研究機関、大学等 

e.参加者：フォーラム参加者 280名、現地視察参加者 180名 

 

 

4.2.3 フォーラム開催内容 

a.開会挨拶 

・（一社）日本施設園芸協会 会長 篠原温 

・農林水産大臣 山本 有二氏（ビデオレター） 

・高知県農業振興部 部長 味元 毅氏 

b.情勢報告 
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・農林水産省生産局園芸作物課 花き産業・施設園芸振興室長 綱澤 幹夫氏 

c.基調報告 

・「農業の未来を開く！「次世代型こうち新施設園芸システム」」 

高知県農業振興部 産地・流通支援課企画監 兼次世代園芸推進室長 岡林 俊宏氏 

・「次世代施設園芸高知県拠点の取り組み報告」 

四万十とまと(株) 代表取締役 山本 喜代晴氏 

(株)ベストグロウ代表取締役、(有)四万十みはら菜園常務取締役 東 宣雄氏 

d.討議 

・「次世代施設園芸拠点整備・稼働状況」、「次世代施設園芸のデータ管理」 

 農研機構野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域 施設生産ユニット長 東出 忠桐氏 

 （全国推進事業 次世代施設園芸検討専門委員会 委員長） 

・「次世代施設園芸富山県拠点での生産管理・作業管理の取組」 

  (株)富山環境整備アグリ事業部青果部 課長 山藤 正智氏 

・「大規模施設園芸とＧＡＰの取組」 

オイシックス（株）ＳＣＭ本部 商品本部 技術開発リーダー  阪下 利久氏 

（全国推進事業 次世代施設園芸検討専門委員会 委員） 

・「これからの施設園芸での人材育成」 

 ＪＡ全農生産資材部 園芸資材課 主管 吉田 征司氏 

（全国推進事業 専門委員） 

・「次世代施設園芸での組織体制の特徴」 

 みのりラボ(株)代表取締役  大山 克己氏 

（全国推進事業 次世代施設園芸検討専門委員会 委員） 

・司会：農研機構野菜花き研究部門 企画管理部長 高市 益行氏 

 （全国推進事業 企画委員会 委員長） 

 

  

 

e.現地視察 

トマト栽培施設、エネルギー管理施設、選果施設、養液管理施設、育苗施設等について 4班に
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わかれ、四万十みはら菜園、四万十とまと、四万十あおぞらファームの関係者から説明を受けた。  

 

表：視察内容 

場所 内容 

四万十みはら菜園 

トマト栽培施設 

・施設の概要、特徴について 

・栽培状況（搬出口からの見学） 

・組織体制、作業管理について 

四万十みはら菜園 

集出荷施設 

・各社の製品・加工品の展示と製品の特長について 

・販路、出荷状況について 

四万十とまと 

設備関係 

・養液設備、バイオマスボイラー、LPG ボイラー、屋外設備の概

要、特徴について 

・エネルギーの調達方法、活用状況について 

四万十あおぞらファーム 
・育苗施設、潅水装置、環境制御設備について 

・接ぎ木苗、実生苗の展示、見学  

 

  

 

 

4.2.4 フォーラムでの報告内容について 

 

農研機構野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域 

施設生産ユニット長 

岩崎 泰永（標準化検討専門委員会 副委員長） 

 

 農林水産省は次世代施設園芸導入加速化支援事業、および次世代施設園芸地域展開促進事業に

より、全国に 10か所の拠点を整備し、現在 10拠点すべてが経営や準備を開始している。本フォ

ーラムでは次世代施設園芸拠点の取り組み紹介、生産管理・作業管理、組織体制・人材育成、デ

ータ管理等に関する課題などについて情報交換や討論が行われた。 

 主催者挨拶では、日本施設園芸協会の篠原会長より、「1ha、売上１億円のグリーンハウスを

10,000 軒（500件×20年）建設したい」と目標が示され、そのためには、本事業で実際に経営が

成り立つ（儲かる）モデルを実証する必要があるとした。 

情勢報告では、農林水産省生産局園芸作物課の綱澤室長より、施設園芸の振興にむけた今後の

施策について情報提供があった。現在進めている次世代施設園芸導入加速化支援事業の取り組み

を拡大するため、今後、①次世代施設園芸技術を習得する仕組みづくり、②大規模な次世代施設
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園芸施設の整備推進やノウハウ分析、情報発信、を重点的に行うとのことであった。 

基調報告では、高知県農業振興部産地・流通支援課の岡林室長は、高知県の施設園芸振興の取

り組みについて紹介した。農業の未来を開く！「次世代型こうち新施設園芸システム」と題した

講演で、県庁（行政）、試験研究、普及が文字通り一体となって県をあげて、施設園芸の振興に取

り組む姿を紹介した。高知県では生産者の所得を伸ばすには「とにかく反収を増やすことが重要

である」、という共通認識のもと、環境制御技術の導入促進とそれらを活用した収量収益の向上に

力を入れている。さらに、オランダウエストランド市と友好園芸農業協定を平成 21 年に締結し、

研究員や普及員を派遣して環境制御技術や知識の習得を進めている。環境制御技術の普及面積は

平成 24年には 17.9ha であったが、平成 28年は 166.8ha に達している。次世代型ハウスの規格と

して、軒高 2.5m以上、耐風速 35m/s以上、環境制御装置を標準装備と独自に定義し、こうち新施

設園芸システムを全地域、全品目、全戸に導入することを目指している、とのことであるが実現

する可能性は高いと感じられた。 

 続いて基調報告では、本フォーラムの主役である次世代施設園芸高知拠点を経営する生産法人

である、四万十とまと（株）代表取締役山本氏、および（株）ベストグロウ代表取締役東氏から、

拠点の紹介があった。高知拠点は隣接する二つの生産法人グループ（四万十とまと（株）、および

（有）四万十みはら菜園と（株）ベストグロウ）によって経営されている。山本氏は、社員が働

きやすい環境づくりや人材育成に力を入れることの重要性を力説した。東氏はデータ収集と栽培

管理へのフィードバック、IPMの実践など自社の栽培管理、労務管理の特徴について紹介した。 

休憩をはさんで後半は、次世代施設園芸拠点の成果や課題について、拠点の支援に関わる委員

や、実際に運営に関わっている拠点関係者から話題提供があった。最初に農研機構東出氏は、全

国 10か所の次世代施設園芸拠点の現状について紹介した。 

続いて、富山県拠点を運営している（株）富山環境整備アグリ事業部の山藤氏から拠点の生産

管理・作業管理について紹介があった。同社がもつ組織運営のノウハウを活用し、短期間で農場

の作業を軌道に乗せた。栽培開始当初、管理不足、作業の遅れ、防除の遅れ、収量減少といった

負のサイクルを経験し、作業計画、生産工程管理の重要性を力説した。 

オイシックスの阪下氏は GAP導入の意味とメリットについて紹介した。GAPの本質は「可視化、

抽象化」であり、農場運営、食品安全、環境保全、労働安全、人権・福祉といった農場を運営し

作物を生産するため必要な項目について責任と権限を明確にし、重要な管理点をまとめたもので

あるとした。 

JA全農の吉田氏は全農が全国で進めている「ゆめファーム全農」プロジェクトについて紹介し

た。全農自ら栽培施設・栽培管理・収穫・出荷（販売）品種選定を実証し、総合的に提案するこ

とによって、より実践的に産地振興に貢献すること、また大規模経営の担い手人材の育成が目的

であるとした。高知県内においては営農実証支援施設「ゆめファーム全農 NEXT こうち」が平成

29年 4月から運営を開始する。ナス栽培の安定多収技術の開発・実証を目的として、１haのハウ

スを建設し、30トン/10aの収量目標を掲げている。また、みのりラボ(株)の大山氏より、各拠点

での組織体制や人材育成の状況について、紹介があった。 
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話題提供の最後に、前出の東出氏より次世代施設園芸のデータ管理について問題点や活用方法

について、農林水産省研究プロジェクト「革新的技術開発緊急展開事業地域戦略プロジェクト」

で進めている成果を例に紹介した。作物成長モデルを作成し、生育予測、収量予測を行う手法や

作業記録収集台車、作業計画支援アプリケーションパッケージなどの概略が報告された。 

 

 

4.2.5 フォーラム来場者へのアンケート結果（回収数：162 人） 

 

 

 

 

１，来場者の職業・所属

(人) (％)

4 2.5 　  （農林水産業）

5 3.1  　　 17 人

8 5.0      10.6％

0 0.0

6 3.8

7 4.4

0 0.0

1 0.6

5 3.1

2 1.3

17 10.6

1 0.6

4 2.5

63 39.4   　（公務）

20 12.5  　　 86 人

3 1.9     53.8％

14 8.8

0 0.0

160 100.0

17.その他の職業（具体的に　　　　　　　　　　）

18.個人（但し、個人農業は１を選択）

合　計

12.農業系コンサルタント

13.その他のサービス業（具体的に　　　　　　）

14.公務（農業系研究・技術者、普及指導員）

15.公務（14以外の地方自治体公務員）

16.公務（14以外の国家公務員）

1.農林水産業（自営）

2.農林水産業（農業法人等の経営者、役員）

3.農林水産業（農業法人等の従業員）

4.農林水産業（上記以外）

10.学術研究、技術サービス業（農業関連）

11.農業協同組合職員

5.建設業

6.製造業

7.運輸業

8.卸売・小売業（主に生鮮野菜を取り扱い）

9.卸売・小売業（上記以外）

２．フォーラムを知ったきっかけ

(人) (％)

1.チラシ、ホームページを見て（具体的に　　　　　） 41 25.9

2.国や地方農政局から情報を得て 40 25.3

3.高知県や地元自治体からの情報を得て 48 30.4

4.農協や農業者仲間からの情報を得て 7 4.4

5.農業資材企業、その他企業からの紹介で 3 1.9

6.その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 19 12.0

合　計 158 100.0
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３．フォーラム内容－関心の有無と感想

関心あり
        (人) 　〃　（％）

役立った
       (人) 　〃　（％）

1,情勢報告（農林水産省） 24 38.9 114 70.4

2,基調報告（高知県） 33 53.5 126 77.8

3,基調報告（四万十とまと） 37 59.9 117 72.2

4.基調報告（ベストグロウ） 46 74.5 136 84.0

5.討議（施設園芸全般） 20 32.4 105 64.8

6.討議（生産管理・作業管理） 30 48.6 105 64.8

7.討議（組織体制・人材育成） 39 63.2 118 72.8

8.討議（データ管理） 29 47.0 112 69.1

9.質疑応答 13 21.1 62 38.3

注：割合（％）を求めるときの母数は、回答総数の162人とした。

４．次世代施設園芸拠点の取組

(人) (％)

1.既に参加している 43 27.2

2.参加準備している、或いは検討している 6 3.8

3.関心がある 91 57.6

4.関心はない 1 0.6

5.初めて聞いた 12 7.6

6.その他 5 3.2

合　計 158 100.0

５．施設園芸への環境制御の導入支援について

(人) (％)

1.既に導入している。又は設備を提供している 46 36.5

2.今はないが導入したい。又は設備を提供したい 20 15.9

3.特に計画はないが関心はある 47 37.3

4.関心ない（理由　　　　　　　　　　　　　　　） 1 0.8

5.その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）12 9.5

合　計 126 100.0
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６．前問で１～３と回答した環境制御の内容

導入提供
済

　〃　（％）
導入提供
したい

　〃　（％） 関心あり 　〃　（％）

1.温度制御 36 78.3 11 55.0 40 85.1

2.湿度制御 35 76.1 9 45.0 41 87.2

3.二酸化炭素制御 38 82.6 12 60.0 41 87.2

4.光制御（日射量、補光等） 28 60.9 12 60.0 41 87.2

5.水制御（養液、かん水等） 33 71.7 11 55.0 43 91.5

6.その他1（ 　　　　　　　　　） 2 4.3 3 15.0 6 12.8

7.その他2（　 　　　　　　　　） 1 2.2 2 10.0 0 0.0

注：割合（％）を求めるときの母数は、前問で１～３と回答した各々の人数とした。

7．植物工場ビジネス・次世代施設園芸について取得したい情報や関心のある内容

(人) (％)

1.植物工場や施設園芸の概況についての情報 43 26.5

2.既存事業者の経営や事業に関する情報 50 30.9

3.栽培技術やノウハウに関する情報 89 54.9

4.施設や設備、資機材に関する情報 79 48.8

5.栽培管理や、生産管理に関する情報 71 43.8

6.作業管理や、作業内容に関する情報 66 40.7

7.経営や組織体制に関する情報 57 35.2

8.栽培に関する人材育成に関する情報 58 35.8

9.営業や販路開拓に関する情報 41 25.3

10.病害虫対策に関する情報 44 27.2

11.環境制御システムに関する情報 87 53.7

12.データ管理や活用方法に関する情報 83 51.2

13.資金調達に関する情報 28 17.3

14.補助金や支援策に関する情報 43 26.5

15.植物工場や施設園芸技術の海外情報 33 20.4

16.農産物の輸出に関する情報 20 12.3

17.植物工場や施設園芸技術の輸出に関する情報 17 10.5

18.国の政策に関する情報 31 19.1

19.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 2 1.2

20.特にない 0 0.0

注：割合（％）を求めるときの母数は、回答総数の162人とした。
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５．栽培データ等の収集・分析、標準化の検討 

５．１ 次世代施設園芸の課題の洗い出しと解決策の検討 

次世代施設園芸や大規模施設園芸・植物工場の本格的な展開に向け、課題となる経営向上のた

めのポイントを整理し、特に新規参入や規模拡大、日々の改善に参考となるよう、本事業報告書

（別冊１）として「大規模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」を作成した。ここでは、

大規模施設園芸・植物工場の導入や運営において検討すべき事項を漏れなく把握できるよう、導

入編、運用編において網羅的に編集した。また、標準化編や事例編において、それらの具体的な

内容についての紹介をいたし、実際のイメージをするよう編集をした。 

 

 

５．２ 全国実態調査、優良事例調査の実施（三菱総合研究所に委託） 

次世代施設園芸や大規模施設園芸・植物工場の全国実態調査、優良事例調査を実施し、本事業

報告書（別冊２）として「全国実態調査・事例調査」を作成した。 

 

６．次世代施設園芸への取組意向のある産地への計画策定支援、経営・

栽培指導 

６．１ 計画策定支援、経営・栽培指導 

次世代施設園芸拠点での栽培管理、生産管理・作業管理、エネルギー管理等についての現地調

査や指導を行った。現地調査を担当した次世代施設園芸検討専門委員会の各委員を中心に以下の、

「生産性向上への課題」、「GAPに関する取り組み状況と生産管理体制や経営基盤強化への考察」、

「管理・運営の改善」、「チェックシートでの評価・改善提案」、「次世代施設園芸拠点の支援体制」、

「次世代施設園芸拠点のエネルギー管理」についての取りまとめを報告する。 

 

 

6.1.1 生産性向上への課題 

 

農研機構 野菜花き研究部門 野菜生産システム研究領域 

施設生産ユニット長 

東出 忠桐（次世代施設園芸検討専門委員会 委員長） 
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a.目標環境を実現するために 

次世代拠点をはじめとする園芸施設では、環境をコントロールすることによって作物生産を向

上させたり、生育を調節したりすることが可能である。作物に適する環境は、管理者が環境制御

コンピュータで設定する。多くの人は、設定すればその通りに目標環境が実現できると考えるが、

そうではない。機器やコンピュータにもよるが、目標環境になっていない場合、スムーズにいか

ずエネルギーの浪費や機器の故障を招く場合も少なくない。 

図 1 は、温風暖房機を用いた暖房時の気温推移と暖房機及び天窓の機器動作を示したものであ

る。図 1上の室内気温は 6℃の幅で大きく振幅している。暖房機の稼働後に天窓も稼働している。

このような温度管理では、暖房エネルギーが無駄になるだけでなく、大きな温度変化による作物

へのストレスや結露などのリスクも高まると考えられる。このようになる原因は、温度を低下さ

せる際の機器順序にある。通常、施設内の気温を下げるには、天窓を開けて外気を導入する。そ

れと同様に図 1 上では天窓が開いている。しかし、暖房時に温度を下げるには、まず、暖房機を

停止すべきである。暖房機を先に停止すれば、天窓を開けることなく温度が低下する（図 1 下）。

この結果、温度変化は 2℃以内の幅に収まり、エネルギー消費も節減される。 
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図 1 暖房時の機器順序によって室内気温は大きく振幅する 
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図 2は CO2施用時の CO2濃度及び機器動作を示したものである。CO2濃度の設定値は 600ppm であ

るが、天窓が開いている時であっても、CO2濃度は 600ppm 以上を示し、CO2発生装置は稼働してい

ない。通常、施設内の CO2濃度は、天窓が開いている時には外気濃度の 400ppm 程度に下がり、作

物の光合成によってさらに低下するはずである。これらをみて、まず疑われるのは CO2 センサー

の校正不良である。CO2センサーの定期的な校正も必要であるが、CO2濃度と機器動作を合わせて

みることでセンサーの異常が判断できる。 

 

 

図 2  CO2濃度と機器動作からセンサーのずれを検出 

 

図 3は、同じ時刻の環境データを 1週間分で平均して 1日の環境変化を示したものである。温

度設定と実際の気温とを比較すると、10：00～15：00 および 18：00～24：00 では、温度設定よ

りも低い気温で推移している。管理者としては、作物は設定気温よりも低い気温で生育している

と認識しなければいけな

い。また、湿度をみると

16：00ごろに急激に低下

し、すぐに上昇している。

急激な湿度変化は結露や

病害のリスクを増やすこ

とになる。施設園芸では、

昼と夜で設定を変えるこ

とから、朝と夕方に急激

な環境変化が生じること

が多い。作物に余計な負

担をかけないため、また、

病害や障害のリスクを減
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図 3 施設内の温度設定と気温及び湿度の週間平均 
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らすためにも、意図しない不必要な環境変化はできる限り避けた方がよい。しかし、データを確

認しておらず、このような急激な環境変化が生じていることに気づかない場合も多く、注意が必

要である。 

 

b.施設園芸におけるデータ収集と利用 

図 4 は施設園芸において収集されるデータと利用法を示したものである。施設内気温、湿度、

屋外日射のような環境データは、通常、環境制御コンピュータによって計測・記録される。環境

制御コンピュータにもよるが、換気窓の開閉、暖房機、細霧システム、CO2施用の ON/OFF のよう

な施設内機器の動作も自動計測・記録される。これらのデータは年月が経てばビッグデータとな

る。一方、作物の収量や生育、作業等のデータは、現状、人間が計測して記録、入力しなければ

いけない。このためデータ量は、環境や機器データに比べるとはるかに少ない。また、生育や作

業データでは、計測項目や手法も共通化、標準化されておらず、同一ハウスで比較することはで

きても、他との比較は困難なことがほとんどである。次世代施設園芸の発展のためには、まず、

生育や作業データを共通化・標準化して収集、蓄積することが重要である。蓄積したデータは、

まず、環境、生育、作業それぞれ項目内の改善に利用し、次に各データ間を紐づけして利用する

ことが必要となる。このとき、環境と生育データ間の紐づけには植物の生理生態の理解と応用が

重要である。 

 

 
 

図 4 施設園芸において収集するデータと利用法 
 

c.生産予測の重要性と応用 

環境―生育―作業データを関連付けして利用する際、作物の成長モデルによる生育予測が、今

後、重要になると考えられる。成長モデルは光や温度等の環境データから作物の生育や収量を算

出するものである。成長モデルによる生育予測の利用方法としては、①生産効率の向上、②作業

環境・機器 生育 

・人による計測、記録 
・共通項目？ 

・自動計測、記録 
・ビッグデータ 

それぞれで単独利用 

作業 

限定的比較：同一ハウスでは比較できるが、他と比

較は困難 

環境-生育-作業データの紐づけ 
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計画の立案、③販売・営業があげられ、多方面の利用が期待される（図 5）。 

 

 

図 5 生産予測の重要性と応用 
 

①生産性向上のためには、新しい技術の導入や栽培管理の改善が必要である（図 6）。このとき、

実際に候補とされる機器や技術について試験するには、費用と時間が必要である。成長モデルを

利用すれば、栽培条件や環境条件を変えた場合の生育をシミュレーションすることができる。こ

の結果、条件ごとに効果が高いか低いかがわかるため、費用対効果の判断にも利用できる。技術

導入に際しての費用や時間の負担が減り、短期間に技術改善を図ることが可能となる。 

②生育予測は作業計画との連携が可能である（図 5）。例えば、収穫量が予想できれば、収穫に

必要な総作業時間がわかり、それに応じた作業計画や人員配置等の変更修正が可能となる。③将

来的には生産予測を販売・営業に利用していくと考えられる。翌週の出荷量が正確にわかれば、

営業担当はそれに応じた受注を行えばよい。出荷量が足りず販売の機会を失ったり、急に増えて

売れ残ったりする心配も減る。生産法人としての信頼性は大幅に高まるとともに、過不足なく販

売することで収益の向上にもつながるといえる。 

これらの生産予測では、目的によって要求される精度が異なる。①生産効率の向上には、長期

な視野での予測が求められ、精度はあまり高くなくてもよい。生産予測の導入は、まず、この目

的から始めるのがよいと思われる。ある程度、生産予測の精度が上がれば、②作業計画立案や検

討に利用することが可能となる。③販売・営業に利用する場合には、さらに高い予測精度が求め

られる。現状の生産予測では、年間や月別収量の予測精度は高いものの、週レベルや数日レベル

では変動が大きい。短期間の生産予測の精度を高めることが課題である。次世代拠点をはじめと

する先進的な施設では、技術レベルが上がるほど、精度の高い生産予測が重要となると予想され

る。生産予測は、わが国の施設園芸の高度化において、今後、さらに重要な技術に発展すると予

想される。 
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図 6 生産予測による導入技術別の収量増加の試算 

 

 

6.1.2 GAP に関する取り組み状況と生産管理体制や経営基盤強化への考察 

 

オイシックス（株）ＳＣＭ本部商品本部 

 技術開発リーダー 

 阪下 利久（次世代施設園芸検討専門委員会 委員） 

 

a.はじめに 

本稿では以下の３点についてまとめた。 

・GAPの目的と効果 

・各拠点の GAP取組状況 

・各拠点が生産管理体制と経営基盤

強化を行うために必要なこと 

現時点で導入事例は少ないが、その

プロセスと成功事例から GAPの継続

によって大きな成果が上がるものと

確信している。 

 

b. GAP の目的と効果 
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適正な農業生産の実現であり、1.農場運営 2.食品安全 3.環境保全 4.労働安全 5.人権・福

祉についての項目から重要な管理点をまとめ、農場の見える化を推進しながら責任と権限の明確

化を求めるものである（図１）。 

GAP は当初市場が統合化された欧州で、すでに多国籍化していた流通業や食品メーカーを起点

にして普及した。一方日本では特定のユーザー（組合員・会員）を抱える生協などが中心となり、

有機 JAS や特別栽培の制度化と並行しながら双方の合意、すなわち「二者認証」で発達してきた

歴史があった。20年ほど前になり、大手スーパーなど不特定多数のユーザーへ供給される段階で

有機 JAS や特別栽培といった「第三者認証」が進んだが、これは慣行性と地域性に基づいた環境

保全レベルの「格付け」の話であり、その責任と権限も網羅性に欠ける部分があった。そのせい

か GAPは未だに栽培管理と格付けの話だと理解されている節がある。後に O157による汚染など大

規模な食品事故が発生し、その影響が広範囲まで拡散する中で、ようやく食品安全や労働安全へ

のポイントまで網羅して実践する必要性に迫られ、GAPの普及が叫ばれるようになった。 

また日本では有機 JAS・特別栽培の制度がピラミッド的な「格付け」であった流れから、GAP

の導入までマーケティング視点での販売単価向上を目的としているケースが多い。しかし高く売

れそうだから G（グローバル）-GAPを取得する、というのは目的上、適切でない。そもそも G-GAP

ではロゴ入りのブランド販売を禁じている。一方 J-GAP はブランド化のためのロゴ入り販売に積

極的である。日本では「格付け」によるブランド化が目的になっているからだろう。本質的には

GAP はマーケティングまでは網羅していない。また単価向上は目的ではなく、品質向上の結果が

もたらす目標（マイルストーン）のひとつでしかない点を指摘したい。 

さらにさまざまな GAP があってどれを選べばよいかわからない、といった議論がある。答えと

しては本来売り先の要求で決まるものある。一般的に考えると、欧州へ輸出するならば G-GAP、

他都道府県まで販売するのならば J-GAP、生協に出荷するならば生協 GAP、管内での都道府県 GAP

というのが自然だ。実際一般的に県をまたぎ日本国内で広く流通されるケースが多いので、J-GAP

が普及した。さらにいうと海外からの輸入品にこそ J-GAPを要求すべきなのだ。例として有機 JAS

が米・豪・中国で普及したのはおかしいという意見があるが、大陸での砂漠化や環境破壊を考え

るとこちらのほうが本質的な目的に合致しており、J-GAPも同様であるべきだろう。 

さて GAP による農業経営の効率化や経営改善の効果、またそのための管理のポイントについて

田口・若林(1)(2)によりまとめられている。（表 1-3）を参照していただきたい。 

結論は（表 1）にまとまって記されている。（表 1-1○囲い部分）からすぐに結果があらわれる

のが、 ・従業員の意識改善（責任感・自立性・意思疎通の向上） 

・資材不良在庫の削減（コスト） 

の２点であることわかる。また（表 1-2）に改善効果の因果関係が明確に説明されている。 

① 従業員の意識向上 

↓.70    ↓ 

② 計画的生産 ↓ 

↓.66  .32 ↓ 
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④ 販売面の改善 
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つまり GAPを導入することにより、責任と権限を明確にして計画的生産を実現すると同時に品

質面の改善がなされた結果、販売面の改善がもたらされるのであって、すぐに結果が出るわけで

はないことは知っておかねばならない。 

また農業生産では多くのコストを人の作業に依存するが、GAP による生産性の向上は従業員の

議論の中から時間をかけて達成されていることがわかる（表 1-1点線○囲い部分）。例として挙げ

た農場は条件不利地で葉菜類を生産する比較的新しいタイプの養液栽培型の施設園芸だが、GAP

の導入により時間・生育状況・病害虫発生のデータを取るようになった。改善に当たってはデー

タに基づいて従業員同士が議論を重ね、彼らは作業のボトルネックを洗い出して導線を改善して

いった結果、５年間で労働時間を２割削減するに至っている。さらにはデータに基づいて従業員

間で意見交換することで、最適な苗の定植サイズを発見し、10a あたりの収量を 1.4 倍に増加さ

せているのだ（表 2-1点線○囲い部分）。 
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この農場の事例は非常に示唆に富んでおり、次世代施設園芸拠点の先行指標として注目に値す

ると考えられる。なお、この農場は葉菜類生産で県内出荷が中心のため、合理性を考えて県 GAP

に切り替わっているが、とくに不都合は発生していない。重要なのは GAPの種類の問題ではなく、

まずは責任と権限を明確にして継続的にデータを取り、それに基づいて従業員間で意見交換を重

ね続けることが効率化と生産性向上をもたらすカギなのである。 

A農場 B農場 C農場

所在地 新潟県柏崎市 長野県白馬村 島根県雲南市
経営面積 99ha 110ha 1ha（水耕栽培のハウス18棟）

栽培品目 水稲、そばなど 水稲、そば、大豆など 細ねぎ、ほうれん草など

労働力
役員2名、正社員8名、パート12
名

役員2名、正社員12名、パート

15名
役員1名、正社員5名、パート

10名

GAPの種類 JGAP(2009年～） JGAP（2008年～）
JGAP（2007～2011年）

島根県GAP（2011年～）

GAP導入によ
り得られた経
営改善効果

（間接的効果
は下線）

1）資材の不良在庫の削減
2）機械の不具合や資材の不備

に伴う作業遅延の解消
3）従業員の自主性向上

1）道具の紛失に伴う作業遅延の

解消
2）機械の修繕費用の減少

3）労災事故の減少
4）農薬・肥料の使用量減少
5）病虫害による被害の低減

1）労働時間の削減

2）10a当たり収量の向上

表2-1　対象事例の概要とGAP導入による経営改善効果

得られた効果 取り組み内容

資材の不良在庫の削減 管理項目「農薬の在庫を管理している」等の遵守

機械の不具合や資材の不
備に伴う作業遅延の解消

管理項目「機械を適切に整備している」「農薬の在庫を管理している」等の遵守

道具の紛失に伴う作業遅
延の解消

管理項目「整理整頓し清潔な農場を維持している」等の遵守

機械の修繕費用の減少 管理項目「機械を適切に整備している」等を遵守した結果、機械の故障頻度が減少。

労災事故の減少 管理項目「農作業における危険箇所を書き出している」等の遵守

従業員の自主性向上

A農場では、管理項目「責任と権限が明確になっている（各種責任者の配置）」を実施するに当

たり、管理項目の適合基準にはない作業別の責任者（水管理、田植等）を配置し、各従業員
は、いずれかの作業責任者に就くことになった。その結果、従業員は作業責任者としての自覚
が高まり、経営者の指示を待たずに自主的に行動するになり、農場全体の作業時間が減少し
た。

農薬・肥料の使用量減少

病虫害による被害の低減

労働時間の削減

10a当たり収量の向上

表2-2　GAP導入による経営改善効果と取り組み内容

直
接
的
効
果

間
接

的
効
果

C農場では、作業記録を付けるにあたり、管理項目の適合基準にはない（1）作業時間、（2）生

育データ、（3）病害虫の被害程度等の記録も付けることにした。あわせて、こうした収集された

データは、従業員も共有することにした。そうして蓄積されたデータをもとに作業のボトルネック
を洗い出し、従業員主導で作業動線を改善することで、５年間で総労働時間を２割削減してい
る。

また、皆で生育データを見て意見交換することで、収量向上に適した定植時の苗の大きさを見
出し、10a当たり収量を1.4倍向上させている。

B農場では、管理項目「農薬に関する最新情報を収集している」を実施するに当たり、全従業

員が参加しての、資材や栽培管理に関する勉強会を定期的に開催することにした。その結果、
農薬や肥料の効果的な使い方に対する従業員の理解が進み、使用量が減少した。

さらに、こうした勉強会等を契機に、作物の生育状況に対する従業員の関心が高まり、管理項
目「作業の記録を付けている」等を実施するに当たっては、各従業員が単に作業内容を記録
するだけでなく、作物の生育状況なども記録するようになった。その結果、作物の異変に関す

る情報共有が早い段階でできるようになり、病虫害の被害を以前よりも抑えられるようになった。
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c．各拠点の GAP取組状況 

拠点の GAPの取組状況を（表３）にまとめた。 

 

 
 

状況としては 

A：既に G-GAP や J-GAP を取得したグループ 

B：GAPを取得中のグループ 

C：GAP取得を検討しているグループ 

D：検討していないグループ 

の４パターンに分けることができた。 

A は１農場で（図２）のように従業員間

のルールを明確にして掲示し、見える化を

図って農場外の人間にも適応している。

J-GAP のみならず G-GAP まで取得し、既に

輸出まで行っているなど達成が早い。ただ

しデータの分析や議論はスタッフ間までの

ようで、広く従業員間にまで拡がってはいない模様だった。 

 B は既に先行したグループ農場が取得しているケースであった。単に工期の問題であって、組

織として最初から意思決定されている。地域や県を跨いで運営しているので、非常に先進的なモ

デルケースである。グループの後押しがあるので導入しやすく、議論も活発化しやすいので、そ

の後の効果が出やすいものと考えられる。 

 C は売り先が全量引き取りをコミットしている農場に多い。二者認証的に大手企業である売り

先の指導が入っているケースが多かった。このケースではかならずしも第三者認証の GAP を導入

する必要はないが、実際規格外は複数の出荷先へ流れていくので、導入を考えたほうがよい。他

都府県に出荷するケースが多いのであれば J-GAP を取得すべきだし、輸出まで想定しているので

あれば G-GAP を取得すべきだろう。 

 D は１農場あって産地全体での販売力が非常に強い農場である。生産基盤に恵まれているため

ライバルが少ない上販売力が強く、売り先側も依存度が高いので GAP に対する要求が少ないのだ

拠点 検討されたGAP 状況 備考（コメント）
ア GGAP／JGAP 検討中 売り先（食品大手）の要求に応えている
イ GGAP／JGAP 検討中
ウ GGAP／JGAP 取得済 GGAPはマスコミ受けがよかった
エ GGAP 取得中 全国のグループ農場全体で推進
オ JGAP／県GAP 取得中 全国のグループ農場で推進
カ GGAP 取得中 世界進出する上でGGAPでないと無意味
キ GGAP／JGAP 検討中 （※既にGAP並みの管理が出来ている）
ク GGAP／JGAP 検討中 売り先（食品大手）の要求に応えている
ケ GGAP／JGAP 検討中
コ なし なし

表3 拠点ごとのGAPの取組一覧
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ろう。しかしながら生産については課題がみられる。また県内消費がほとんど望めない県であり、

首都圏以遠まで出荷先が伸びている。今後を考えると J-GAP を取り入れるべきかと考えられる。

輸出まで考えるのなら G-GAPか J-GAP-advance だろう。 

 

d. 各拠点が生産管理体制と経営基盤強化を行うために必要なこと 

繰り返すと GAP(農業生産工程管理)の目的は適正な農業生産の実現であり、1.農場運営 2.食

品安全 3.環境保全 4.労働安全 5.人権・福祉についての項目から重要な管理点をまとめ、農

場の見える化を推進しながら責任と権限の明確化を求めるものだ。生産管理体制としては責任と

権限を明確にした上で「見える化したデータ」に基づいて従業員間で改善の議論を重ねていくこ

とが改善のポイントである。導入すると最初に従業員の責任意識が向上し、並行して従業員のモ

チベーションも上がってくる。生産性向上による効率化は利潤を生み、拡大再生産をもたらすが、

これに平行して食品安全や環境保全、労働安全、人権・福祉といった地球規模での平和に資する

課題も視野に入れることで社会的な支持を得て経営基盤が盤石になってくるのだろう。 

各拠点によって GAP の取組はまちまちであるが、まだ取組は最初の段階であり、結果まで論じ

る段階ではない。この段階では以下の３点を共通の認識にしてスタートすることを挙げて本稿の

結びとしたい。 

・農場の権限と責任を明確にすること 

・継続的に見える化したデータに基づいて、従業員同士が議論し続けること 

・出荷先の目的にあった合理的な GAPを導入すること 

つまるところ GAPとはボトムアップ型の自己準拠システムであり、社会の要請に即しているかど

うかを自らに問い続け、農場の社会的意味合いを向上させていく自己研鑽に近い内容であり、従

業員のモチベーション維持と持続可能な農場運営にも欠かせないものになってくるのだ。来期以

降はこのあたりへ寄与していくものと考えられ、運営が思わしくない農場ほど導入を勧めたいと

思う。 

 

参考文献 :  

(1) 若林勝史、田口光弘(2013) 北海道農業研究センター農業経営研究、109:1-25 

(2) 田口光弘、若林勝史(2014) フードシステム研究、21(3):206-211 

 

 

6.1.3 管理・運営の改善 

 

みのりラボ(株) 代表取締役 

大阪府立大学植物工場研究センター 特認准教授 

 大山 克己（次世代施設園芸検討専門委員会 副委員長 
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a.はじめに 

次世代施設園芸拠点のような大規模施設の管理・運営では、組織体制を整備する必要がある。

あわせて、作業の明確化と標準化が必要とされる。また、それにもとづいた作業計画や要員計画

も重要となってくる。多くの次世代施設園芸拠点では、当初より、これらを実施することの重要

性は認識されていた。しかし、その認識度合いには濃淡があった。そのために、事前準備が十分

に実施された拠点と十分とはいえない拠点に分かれてしまう結果が生じた。 

上述の点を考慮して事前に十分に準備（たとえば、事前に研修に参加する、使用する帳票類を

整備する）した次世代施設園芸拠点では、運営開始後に小さなトラブルは発生する場合があった

ものの、おおむね順調な立ち上がりを見せている。現在は、それをブラッシュアップし、生産性

を高めつつある。 

他方、事前に準備が十分とはいえない次世代施設園芸拠点では、問題を解決するための試行錯

誤に時間を要してしまっていた。それに起因して、作業遅れが発生することが頻発した。作業遅

れの発生は、病害虫の蔓延につながり、ひいては、収量低下を引き起こしてしまう場合も散見さ

れた。しかし、そのような問題のあった拠点においても、現在は問題を克服しつつあり、管理・

運営を改善することによる生産性向上の段階へと移行している。 

 ここでは、次世代施設園芸拠点における管理・運営の改善事例を簡単に記す。それにひきつづ

いて、問題を克服する過程において実施した支援内容を中心に紹介する。 

 

b.大規模施設の管理・運営の改善例 

 大規模施設である次世代施設園芸拠点において、作業員をどのように配置するかは、重要な課

題として認識されつつある。ここで、作業員をグループ化するとともに担当するエリアを固定化

することにより生産性の向上が見られた事例が複数ある。他方、冒頭で述べたように、作業の標

準化は、大規模施設の管理・運営上、必須の課題である。しかし、運営開始直後は、採用したば

かりの習熟度の低い作業員がほとんどであり、作業のばらつきが生じやすい。それを改善するた

めに作業の標準化と教育体制の整備を実施した事例がある。また、作業の専業化、もしくは、多

能化に関する取り組みもある。ここでは、これらの事例を簡単に紹介していきたい。 

 

(1)組織体制の構築 

 次世代施設園芸拠点のような大規模施設における管理・運営の上で、組織体制は明確にしてお

く必要がある。それぞれの拠点における一般的な組織体制の例では、農場長の下に、栽培担当者、

営業担当者および設備担当者が配置される。ただし、初期においては人員が十分でないことに起

因して、兼務が多く生じていた。そのために、責任の所在があいまいになってしまう場合があっ

た。責任の所在があいまいな場合、たとえば、農場長からの指示が末端の作業員に届かないこと

が起こりうる。それに起因して、作業の間違い、遅れとともに、事故が発生する確率が高くなっ

てしまう。ただし、現在、多くの次世代施設園芸拠点では、組織体制の整備は完了し、ここまで

に述べたような問題の発生頻度は低減されている。 
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(2)作業員のグループ化 

 いくつかの次世代施設園芸拠点では、現場を担当する社員の下にグループリーダをおくととも

に、それぞれの下に複数名の作業者（主として、パートタイムの従業員）を配置した体制を採用

している。農場長の指示は、グループリーダを経由して、作業者に伝達される。ここで、グルー

プリーダは、作業者の理解しやすいように農場長の指示を咀嚼する役割も担っている。これとは

逆に、現場での異常（たとえば、病害虫の発生）は、作業者からグループリーダを経て、農場長

へと伝達される。このような仕組みを採用することにより、作業内容やハウス内における情報が

きちんと伝達される確率が高まる。 

 明確なグループリーダを配置していないが、作業員のグループ化を実施している次世代施設園

芸拠点もある。ただし、そのグループ内の作業員の適性を見極め、将来的にはグループリーダと

したいとの希望がきかれる。実際、グループ内のリーダ的存在が生まれてきて、社員と他の作業

員との間をつなぐ役割を担う場合が出てくるとのことである。前述のような明確なグループ化へ

移行する前段階として、このような形態がとられる場合がある。 

 

(3)担当エリアの固定化 

 いくつかの次世代施設園芸拠点では、作業員をグループ化するとともに担当エリアを固定化し

ている。ここで、担当エリアを固定化することの利点として、栽培面においては、作物の異常に

気づきやすくなる点をあげられる。また、作業面においては、「自身が栽培している」という感覚

を有するようになり、作業員のモチベーションの維持および向上が期待できる点もあげられる。

グループ内での作業の遅れている作業員をほかの作業員がカバーするといった事例も見られる。 

大規模施設においては、施設内をある程度の区画でエリア分けした方が管理しやすい場合が多

い。また、複数棟のハウスにより構成される大規模施設では、おのずとエリア分けされてしまう。

ここで、グループが担当するエリアが日によってまちまちな場合、利点を十分に発揮できない場

合が生じる。利点を十分発揮するためには、前述の作業員のグループ化と同時進行で担当エリア

の固定化を実施した方が好ましい場合が多いと予想される。 

 

(4)作業の標準化および教育体制の整備 

 次世代施設園芸拠点において、作業の標準化のために、作業員に作業の手順を教えるための講

習会や勉強会を開催した事例が複数みられる。これにより、作業の標準化とともに、作業スピー

ドの向上が見られるようになったとのことである。他方、単に作業の手順を教えるだけではなく、

それが適切に実施されているかをチェックする体制を導入している事例もある。このような作業

の質（たとえば、誘引ひもの巻き付けは適切か、葉かきは多すぎず、少なすぎず実施しているか）

のチェックは、作業員を教育する上で重要な意義がある。 

 標準化の際、写真や図を駆使した作業の手引書（マニュアル）が作成される。また、一部の拠

点では、動画による作業の様子を撮影し、教材として用いようとする試みがある。どのような教
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材を用いるにせよ、作業員にとってわかりやすいものを作成するのが肝要である。あわせて、作

業の標準的なスピードを記し、目標としている場合がある。 

 他方、いくつかの次世代施設園芸拠点において、作業の標準的なスピードを把握できない場合

があった。その多くは、作業員の作業のばらつきが大きいことに起因していた。ただし、上述の

ような講習会、勉強会、さらにはそれにひきつづいた作業の質のチェックを実施することで、ば

らつきは軽減される。そこに至った時点で、作業の標準スピードを取得できるようになるととも

に、作業計画の立案に使用できるようになる。 

 

(5)作業の専業化または多能化 

 いくつかの次世代施設園芸拠点では、作業の専業化がすすめられている。たとえば、誘引と芽

かきのみを実施する班、葉かきのみを実施する班、といったように、作業内容ごとに班を構成し、

作業員を割り当てている場合がある。作業の専業化は、作業に慣れやすいことによる作業スピー

ドの向上に貢献する。しかし、その作業者が欠勤した場合、全体の作業に支障が出てしまう可能

性は否定できない。とくに、確保している作業員数が限られている場合、その影響は大きい。 

作業の専業化に対して多能化は、作業者の欠勤による作業全体への影響に関するリスクは少な

い。そのために、いくつかの次世代施設園芸拠点では、作業者の多能化に積極的に取り組んでい

る。ここで、すべての作業員がすべての作業をこなせるので、急な作業の変更があったとしても、

たとえば、ある作業に対して作業員を増員するといった対処が比較的容易である。ただし、すべ

ての作業において作業員の作業スピードが向上し、安定するまでに時間を要するという問題があ

る。 

ここで、運営開始当初は全体の作業スピードの底上げを図るために専業化しておき、その後状

況に応じて多能化するのは一つの手段ではある。ただし、現状では、作業の専業化と多能化のど

ちらが大規模施設に向いているか、どのような時点で専業化から多能化へ移行することが望まし

いのか、判断しづらい状況にある。そのためであろうか、専業化と多能化のどちらを選択するの

か方向性が定まっていない次世代施設園芸拠点が見られる。今後の各拠点での動向を注視しなが

ら、両者のありかたを見極めたい。 

 

c.支援内容の概略 

 これまで、次世代施設園芸検討専門委員会の活動の一環として、次世代施設園芸拠点の生産性

向上のための支援を実施してきた。ここでは、その支援内容の中で、とくに、上述の改善事例と

関連し、かつ、重要であると考えられる労務関連の支援内容に関して記述していきたい。なお、

以下の支援内容に関する文章は、大山・田口（2017）の一部を加筆修正したものであることを記

しておく。 

 

(1)組織体制の整備 

先に述べたように、大規模施設の管理・運営においては、組織体制を構築し、構成員ごとの役
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割を明確にする必要がある。小規模施設を利用した家業的経営では、組織体制が不明確であった

としても、課題を解決することができたかもしれない。しかし、大規模施設を利用した企業的経

営では、組織体制が構築されていないと責任の所在があいまいになり、結果として、たとえば、

作業遅れやムラといった問題を招いてしまう場合がある。 

組織体制を構築する際、組織体制図の作成や業務の洗い出しするとともに、それぞれの業務に

対する責任分担を明確にする必要がある（図 1参照）。その決定は、組織のトップ、または、一部

によるのではなく、組織を構成する主要メンバー（たとえば、正規雇用の社員）が集まったワー

クショップで決定していくことが望ましい。 

 

 

 

図 1 組織体制の構築と役割分担の明確化。組織の構成（構成員、役職、指揮系統）を記載した

後、構成員ごとに役割を割り当てていく。詳細は、本文を参照のこと。 

 

組織体制を構築するためのワークショップは、以下のような手順で進めていくのが一つの方法

である。 
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1） 組織の構成（構成員、役職、指揮系統）を図で描く。なお、この段階では、構成を模造紙

などに図示するだけでかまわない。 

2） 施設を運営するにあたり、どのような業務があるのかを洗い出す。それとともに、付箋紙

などに業務の名称を記載する。 

3） それぞれの業務をだれが担当するのかを討議する。この際、一部の構成員に負荷が偏らな

いように、十分に配慮する。 

4） 討議の結果をうけて、模造紙上の担当者のそばに、業務名の記載された付箋紙を張り付け

ていく。 

5） 最後に、模造紙に記載された内容を清書し、正式な組織体制図とする。 

 

上述の手法は比較的簡便であり、長くても半日程度の時間をかけるだけで、組織体制の構築と

役割の明確化が達成できる。それゆえ、大規模施設の管理・運営のためには、遅くとも施設の稼

働開始までに、上述のようなワークショップを実施することが望まれる。 

 

(2)作業の明確化と標準化 

次世代施設園芸拠点のような大規模施設では、施設内でどのような作業が実施されるのかをあ

らかじめ明確にしておく必要がある。それぞれの作業がどのぐらいのスピード（たとえば、何分

／レーン）で実施されるかも、要員計画の確度を高めるために把握する必要がある。さらに、施

設内の作業者間で作業の質が異なることがないように、作業を標準化することも望まれる。 

作業を明確にするためには、まず、作業の洗い出しを実施する。この際、どの作業をひとくく

りにするのか、それとも分割するのか、十分に検討する必要がある。つづいて、それぞれの作業

で必要とされる標準的な時間（作業スピード）を推計する。なお、ここで把握するのは、作業を

実施するグループの作業スピード、個人の作業スピードのいずれでもよい。 

いずれの場合にせよ、後述する作業記録表に記載したデータにもとづいて、作業スピードを推

計するのが比較的正確な方法である。ただし、施設の運用開始直後では、正確な作業スピードの

データは得にくい。そのために、施設稼働開始前の他の施設での研修などにおいて、管理者自身

のスピードを作業ごとに把握しておくことは有効である。また、時計やストップウォッチなどを

利用して作業スピードを推計する必要が、施設の稼働後に出てくるかもしれない。作業の明確化

がなされ、また、それぞれの作業スピードを把握した後、図 2 のような作業一覧表を作成してお

く。 

  



34 
 

 

 

図 2 作業一覧表の例（トマトの事例を簡略化したもの）。ここでは、作業（工程）

を細分化し、それぞれの作業スピードを一覧表とする。 

 

多数の作業員が作業に従事する次世代施設園芸拠点のような大規模施設では、作業スピードの

把握とともに、作業を標準化する必要がある。作業の標準化は、作業員全体、もしくは、グルー

プとしての作業スピードの向上にも寄与する。作業を標準化するためには、写真や図を取り入れ

たマニュアルを整備することが好ましい（たとえば、図 3参照）。なお、作業のマニュアルを整備

することの利点として、 

2016/8/30

野田

1.0

時間（min） 単位
工場全体での
作業時間（h）

備考

定植準備

　整地作業 3 分/m
2 250.0

　養液栽培装置準備 60 分/台 2.0 設置台数：2台

　誘引ひも準備 3 分/m
2 250.0

　誘引フックとりつけ 2 分/m
2 166.7

　合計作業時間 668.7

定植

　苗の運搬 2 分/箱 1.9 5枚（72セル）／箱

　かん水 1 分/枚 0.9 56トレイ

　定植 1 分/m
2 83.3

　段ボール片付け 1 分/箱 0.9

　誘引ひもとりつけ 4 分/m
2 333.3

　合計作業時間 418.5

栽培

　芽かき・巻きつけ 1 分/m
2 83.3

　芽かき・巻きつけ・つりさげ 2 分/m
2 166.7

　葉かき 1 分/m
2 83.3

　摘果（花） 1 分/m
2 83.3

　収穫 1 分/m
2 83.3

　防除（薬剤散布） 180 分/棟 3.0

　合計作業時間 419.7

栽培終了

　残渣撤去 10 分/m
2 833.3

　養液栽培装置清掃 30 分/台 1.0 設置台数：2台

　合計作業時間 834.3

設備

　養液作成装置点検 30 分/台 1.0 設置台数：2台

　濃厚原液作成 30 分/個 2.0 設置個数：4個

　天窓開閉点検 30 分/棟 0.5

　カーテン開閉点検 30 分/棟 0.5

　空調設備点検 60 分/棟 1.0

　CO2供給装置点検 30 分/台 1.0 設置台数：2台

　センサ類点検 30 分/棟 0.5 温湿度、CO2センサ

　機器の設定 20 分/棟 0.5

　合計作業時間 3.0

計測

　生育計測 10 分/本 1.3 8本計測

　環境などの計測・データとりまとめ 180 分/棟 3.0

　合計作業時間 4.3

　面積：5000 m
2

　定植本数：20000本（4本／m
2
）

　作業従事者数合計：8人

作業一覧表
作成日

作成者

バージョン
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1） 作業の質的および時間的な均一化を図れる 

2） 新規雇用した作業員に作業方法を伝授できる 

3） 作業のコツを伝えることで、作業者のスピードを向上できる可能性がある 

4） あらかじめ作業内容を採用希望者に理解させることで、雇用のミスマッチを回避できる 

ことが挙げられる。 

上述の利点より、大規模施設においては、作業の標準化とマニュアルの整備は必須であり、早

期にとりかかった方が好ましいことが理解できよう。ただし、最初から完璧な標準化やマニュア

ルの整備は困難である。日々の作業の中での気づきを盛り込み、改訂を繰り返すことによって、

その完成度を高めていく必要がある。 

 

 

図 3 マニュアルの例（パプリカの包装作業の事例）。写真や図を取り入れるとともに、平易な文

章で記述するようにする。 

 

(3)作業計画および要員計画 

次世代施設園芸拠点のような大規模施設において、作業計画および要員計画の立案は、施設を

円滑に運営する上で必須である。綿密な作業計画が立てられていない場合、確度の高い要員計画

の立案は難しい。それに起因して、大規模施設では、作業員の過不足、とくに、不足が生じがち

である。作業員の不足が生じた場合、作業遅れが発生することとなる。作業遅れの発生は、病害

虫の蔓延を引き起こす可能性を高めるだけでなく、収量の低下につながってしまう。このような



36 
 

負のスパイラルに陥ることを防ぐために、図 4のような PDCAサイクルをまわしていくことが、従

前にもまして重要視されるようになってきている。 

 

 

図 4 作業計画における PDCAサイクルを表す模式図。それぞれの項目のそばに、使用する帳票類

の名称を記述した（図 4～10参照）。 

 

作業計画を立てる最初の段階では、年間の大まかな作付け計画を作成する（図 5参照）。ただし、

実際に施設を運営する際には、計画に誤差が生じてくるので、適宜修正していく必要がある。そ

れゆえ、筆者らは、年間計画のほかに、週単位での短期計画表（週次計画表）を作成することを

推奨している（図 6参照）。この週次計画表の例では、作業計画とともに、進捗やシフトも管理の

できるフォーマットとなっている。ただし、この週次計画表は 50 a程度の施設が複数ある場合を

想定したものであり、より大きな面積の施設を一括管理する場合には、フォーマットを改訂する

必要がある。 
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図 5 長期計画（年間計画）の例（宮城県の大規模施設におけるイチゴの事例）。ある期間（多く

の場合、年間）で、いつ、どのような作業をするのかを計画しておく。 

 

年間栽培管理スケジュール
暦 月

5:09 5:18 5:27 5:36 5:45 5:56 6:07 6:18 6:28 6:38 6:46 6:51 6:53 6:52 6:46

17:59 17:44 17:28 17:13 16:58 16:44 16:32 16:24 16:18 16:16 16:17 16:22 16:30 16:39 16:51

濃度(EC) 0.15 0.8

給液量/株

日射量

スタート時刻 7:00 7:20 7:40 8:10 8:20 8:30 8:40 8:50 8:50

終了時刻 15:45 14:30

換気(天窓)

暖房機

1.0h 2.0h 3.0h 3.0h 3.5h 3.5h 3.0h 3.0h 3.0h

暦 月

6:38 6:27 6:15 6:01 5:47 5:30 5:15 5:00 4:46 4:34 4:25 4:17 4:13 4:12 4:14
17:03 17:14 17:24 17:34 17:44 17:54 18:03 18:13 18:22 18:32 18:41 18:50 18:57 19:01 19:03

濃度(EC)

給液量/株 120ml

日射量 2MJ/回

スタート時刻 8:40 8:30 8:20 8:00 7:20 7:00 6:50

終了時刻 14:30 15:45 16:00

換気(天窓)

暖房機

2.5h 2.0h 1.0h 猶予期間

週番号(ISO)

週番号(ISO)

15:3015:00

14:0014:3015:0015:3016:00

16:30

3.6MJ/回

28～30℃(草勢が強い→低く、草勢が弱い→高く)25～28℃

　5週　　6週　　7週　　8週　　9週　　10週　　11週　　12週　　13週　　14週　　15週　　16週　　17週　　18週　　19週　　20週　　21週　　22週　　23週　　24週　　25週　　26週

摘葉 保温終了 摘葉 収穫終了

天窓開放時期なので外気の濃度を目安に施用する

0.8～0.9(徐々にECを下げる) 収穫終了１ｗ前から0.40.6～0.7(徐々にECを下げる)

150mｌ 200ml 250mｌ

　2.5MJ/回

6:40 6:30

300mｌ 350ml

日射積算 日射比例

7:30

17:00 17:30

目標草丈
　30ｃｍ

CO2施用

電照

ボイラー

頂果房

分化

定植

適用時刻：日の出～日の入まで　　550ppmを目安

側窓開放、出来るだけ低く管理25℃(側窓+3℃、夜間開放)

灌液ステージ

気温設定

定時灌水

６月

日の出、日の入(参考)

生育ステージ

主な管理作業

摘葉

15℃+1.5℃

15℃+1.5℃

１２月 １月

定時潅水

20.8℃ 15.2℃ 9.5℃ 4.3℃ 1.7℃

１１月

腋果房

開花

300ml

９月 １０月

150ml

　 35週　  36週　 37週　 38週　 39週 　40週　 41週 　42週 　43週　 44週　 45週 　46週　 47週　 48週　 49週　 50週　 51週 　　52週　 53週　　1週　　2週　　3週　　4週

0.8～0.9

２月 ３月 ４月 ５月

腋果房

分化

頂果房

開花

3.6MJ/回

0.4 0.6 0.7

目標草丈

　20ｃｍ

250mｌ

マルチ ハチ導入 側窓全閉 保温開始 収穫開始

2.5MJ/回

200ml

平均外気温(過去10年)

気温設定

CO2施用

日の出、日の入(参考)

生育ステージ

主な管理作業

灌液ステージ 日射積算

目標草丈

　25ｃｍ

100ml～120mｌ

2MJ/回養液管理

側窓開放、出来るだけ低く管理

日の出1時間前までに➡12℃　　8：00➡15℃　　16：00➡12℃　　電照終了後➡8℃

適用時刻：日の出～日の入まで　　550ppmを目安

養液管理

9:00

日の出1時間前までに➡12℃　　電照終了後➡7℃

7:30

28～30℃ 25～28℃

電照

ボイラー

2.2℃ 4.9℃ 10.0℃ 14.8℃ 18.9℃平均外気温(過去10年)

摘葉摘葉
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図 6 短期計画（週次計画）の例（宮崎県にある大規模施設におけるキュウリの事例）。この例で

は、週ごとの作業を計画するとともに、進捗も管理できる。また、作業員のシフトも管理

できる。進捗に遅れが生じている場合には、週の途中で計画を修正する。 

 

施設の管理者は、短期的な計画にもとづいて、作業員に作業の指示を出す。この指示を出す際、

誤解や混乱を避けるために、作業員へ紙ベースの作業指示書を配布する、または、作業員が集合

する場所でホワイトボードなどを利用して作業を指示することが好ましい（図 7参照）。とくに作

業者が大人数になった場合、人数分の作業指示書を出すことは煩雑になることから、ホワイトボ

ードを利用した作業指示の方が適しているかもしれない。 

 

A B C D E F G H I J K L

準備 0 0 0 0.0 OK
管理 60 60 100% 葉かき 16 16 2.7 ◎ ◎ OK
収穫 60 40 67% 収穫 43 43 7.2 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ NG
防除 0 0 0 0.0 OK
保守 0 0 0 0.0 OK

収穫目標（kg） 420 400 95%
準備 0 0 0 0.0 OK
管理 0 0 0 0.0 OK
収穫 60 60 100% 収穫 43 43 7.2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ OK
防除 0 0 0 0.0 OK
保守 0 0 0 0.0 OK

収穫目標（kg） 420 390 93%
準備 0 0 0 0.0 OK
管理 0 0 0 0.0 OK
収穫 60 60 100% 収穫 43 43 7.2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ OK
防除 0 0 0 0.0 OK
保守 60 60 100% 保守 2 2 0.3 △ OK

収穫目標（kg） 420 450 107%
準備 0 0 0 0.0 OK
管理 0 0 0 0.0 OK
収穫 60 50 83% 収穫 43 43 7.2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ NG
防除 0 0 0 0.0 OK
保守 0 0 0 0.0 OK

収穫目標（kg） 420 200 48%
準備 0 0 0 0.0 OK
管理 0 0 0 0.0 OK
収穫 60 60 100% 収穫 43 43 7.2 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ OK
防除 0 0 0 0.0 OK
保守 0 0 0 0.0 OK

収穫目標（kg） 420 300 71%
準備 0 0 0 0.0 OK
管理 0 0 0 0.0 OK
収穫 60 40 67% 収穫 43 43 7.2 ○ ○ ○ ○ ○ NG
防除 60 60 100% 防除 16 16 2.7 ◎ ◎ OK
保守 0 0 0 0.0 OK

収穫目標（kg） 420 410 98%
準備 0 0 0 0.0 OK
管理 0 0 0 0.0 OK
収穫 60 60 100% 収穫 43 43 7.2 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ OK
防除 0 0 0 0.0 OK
保守 0 0 0 0.0 OK

収穫目標（kg） 420 390 93%
準備 0 0
管理 60 60 100%
収穫 420 370 88%
防除 60 60 100%
保守 60 60 100%

収穫目標（kg） 2940 2540 86%

パート

21 18 24 2440 22 22

11月13日 金

11月14日 土

11月15日 日

月11月9日

作業名

18計 40 40 40 40

11

11月10日 火

11月11日 水

11月12日 木

必要人数
（目安）

人工
（時間・

人）

実績値
（畝）

目標値
（畝）

週次作業計画および進捗状況

日進捗率
（%）

人員
過不足

週 標準時間
（分/（畝・人））

作業曜日日にち
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図 7 作業指示を出す際にホワイトボードを活用した例。どの作業グループに誰が属しているか

を示すとともに、作業内容と時間、場所を知らせる。 

 

作業を実施した後は、作業者にその内容を記録してもらう必要がある。これは、作業の進捗状

況を把握するためであり、また、最新の作業標準時間を推計するためでもある。進捗状況を把握

するには、作業進捗表の導入が必要である。ここで、作業進捗表には、施設内のレイアウト図を

描画し、そこにマーカーなどで作業を終了した場所を塗りつぶしてもらうようになっている様式

の採用が適している（図 8参照）。また、作業標準時間を把握するには、後の集計を考慮に入れた

作業記録表の採用が適している（図 9参照）。ただし、双方とも作業員に正確に記録してもらえる

よう、十分な配慮は必要である。 
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図 8 作業進捗表（圃場マップ）の例。作業者は、作業が終わった場所をマーカーで塗りつぶす。

また、何らかの問題（たとえば、作物のしおれや病害虫）がある場合にはそれを記録する。

これにより、作業者に、管理者の「目」の役割を担ってもらう。 

 

 

図 9 作業記録表の例。作業者は、作業の内容やかかった時間、場所を記入する。管理者は、こ

れをもとに、標準作業スピードを集計する。 

P
O
N
M
L 月
K
J 火
I ○
H 水
G
F 木
E
D 金
C ×
B 土
A

作
業
者

小
林
安
藤
上
野
遠
藤
小
林

上
野
遠
藤
安
藤
藤
瀬
小
林
藤
瀬
小
林

L11 L12 L13

圃場マップ
２０１６年８月２２日～２８日

凡
例

L1 L2 L3 L4 L5 L6 L7

作業名：葉かき     グループ名：グループA

L26

備考

植物の様子がおかしい（しおれている、黄色くなっている）場所には○してください。
病害虫が発生している場所は×してください。

L20 L21 L22 L23 L24 L25L14 L15 L16 L17 L18 L19L8 L9 L10
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d.まとめ 

 ここでは、大規模施設の管理・運営の改善例の項目において、次世代施設園芸拠点で実際に管

理・運営を改善した事例を記した。それとともに、支援内容の概略の項目において、次世代施設

園芸検討専門委員会の活動の一環で実施してきた労務関連の支援内容に関して記した。次世代施

設園芸拠点において管理・運営面の課題はすべて克服できたわけではない。しかし、全般的には、

多くの改善が認められる。それゆえ、今後、次世代施設園芸拠点は、我が国における大規模施設

の利用をリードするような立場になると期待される。 

 

引用文献: 

大山克己・田口善勝（2017）大規模になるほど問題となる園芸施設の管理・運営上の課題とその

解決法、農業電化 70（1）、17-24 

 

 

6.1.4 チェックシートでの評価と改善提案 

 

みのりラボ(株) 代表取締役 

大阪府立大学植物工場研究センター 特認准教授 

 大山 克己（次世代施設園芸検討専門委員会 副委員長） 

 

a.はじめに 

 現地調査では、チェックシートを利用して、各次世代施設園芸拠点の管理・運営状態を把握し

た。ここで、チェックシートは、 

・環境（Environment） 

・設備・機械（Machine） 

・人材（Man） 

・方法（Method） 

・資材（Material） 

の英語でのつづりの頭文字が Eである 1語と Mである 4語の 1E＋4Mにより構成される。チェック

シートの詳細は、「事業報告書(別冊 1) 大規模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き 4.2

運営管理の標準化」を参照されたい。また一例を図 1 に示す。チェックシートの中の「環境」の

中項目には計測と制御に関する評価項目が、「設備・機械」の中項目には設備保全と整理整頓に関

する評価項目がある。そして、「人材」の中項目には組織体制と従業員教育に関する評価項目が、

「方法」の中項目には生産管理と品質管理に関する評価項目がある。さらに、「資材」の中項目に

はエネルギー管理、水質管理および資材管理に関する評価項目がある。 

現地調査では、管理・運営の状態によって、それぞれの項目を、1 から 5 までの 5 段階で評価
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した。あわせて、管理・運営を改善するための案（評点を高めるための案）を提示してきた。こ

こでは、ある 2つの拠点における改善前と改善後の評点の変化と提示した改善案の内容を記す。 

 

 

図 1 大規模施設園芸・植物工場 運営管理チェックシートの例（設備・機械 Machines） 

 

b.A 拠点における評点の変化 

 A 拠点では、チェックシートで評点をつける以前より、管理・運営面で問題が生じていた。と

くに、組織体制の構築が不十分であったために、作業遅れが頻発していた。作業遅れに起因して

病害虫の発生が引き起こされ、その結果、作物の生育不良、ひいては著しい収量の低下がみられ

た。ただし、複数回にわたる現地調査・指導の結果、レーダーチャート上の評点のほとんどは、

平均的な数値である 3点に近づきつつある。 

「環境」の項目に関しては、当初は単に計測した数値をチェックするだけであった。そこで、

設定値と実測値の比較を実施するよう求めた。その結果、週平均をとることによる設定値と実測

値の比較を開始するなど、改善が見られるようになった。他方、環境制御に関しては、これまで

の経験にたよる部分が大きく、生育計測にもとづいた制御には至っていない。将来的にこの部分

を強化しなければ、レーダーチャート上の評点のかたちが正五角形に近づかない。 

 「設備・機械」の項目に関しては、初期においてはその維持管理にほとんど注意が払われてい

なかった。とくに、センサー類に関しては、おかしな値が示されているにもかかわらず、校正さ

れずに放置されるといった状況にあった。機器の校正の重要性を解説し続けたところ、センサー

類の校正が定期的に実施されるようになった。また、設備・機器のチェックリストが導入を推奨

したところ、日次、月次および年次で点検を実施するためのチェックリストが作成され、運用さ
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れるようになった。 

 「人材」の項目に関しては、先に記したように、組織体制の構築が不十分であった。組織体制

が二転三転するといった混乱もあり、農場長の意図が末端の作業員に十分伝わらない場合も生じ

ていた。それとともに、作業員が現場で気づいたこと（たとえば、病害虫の発生や作物の異常）

に関しても、農場長に十分に伝わっていなかったと推察される。この状況を打破するために組織

体制を再構築したところ、比較的スムーズに運営が実施できる状況に落ち着きつつある。 

 「方法」の項目に関しては、当初は小規模の方法をそのまま当てはめれば対応できると考えら

れてしまっていた。しかし、規模が大きくなった場合の方法は、小規模のそれとは異なる点が多

い。その差異を意識せぬまま栽培が開始された結果、大幅な作業遅れやそれに起因した病害虫の

発生が認められた。それゆえ、A 拠点においては方法、とくに作業計画や要員計画に関して重点

的に指導を実施してきた。一定の改善はみられるようになったものの、まだその余地が大きく残

されている。 

 「資材」の項目に関しては、当初その消費量を把握することの重要性はあまり認識されていな

かった。ただし、その把握の重要性を解説したところ、現在では、棚卸（四半期に 1回）を実施

して把握した在庫と発注量より、その消費量を把握するようになった。また、エネルギー（電気

や燃料）に関しては、より短いスパンでの消費量把握が実施されるようになった。 

 

 

 

 

 

図 1 A拠点におけるチェックシートの評点の変化。破線は改善前、実線は改善後（1年後） 

 

A拠点では、初期の評点の平均は 1.9と低い状況であった。ただし、その後の指導により管理・

運営面の改善に努めた結果、約 1年で評点の平均を 2.7にまで高めることができた。ただし、評
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点の平均が 2.7 というのは、まだ十分とはいえない状況にある。依然として改善すべき項目は残

されていて、評点ののびしろは大きいと判断される。今後の改善により、評点がより高まること

を期待したい。 

 

c.B拠点における評点の変化 

 A拠点の評点と比べて B拠点では初期の評点は高かった。しかし、A拠点と同様に運営面で悩み

を抱えていた。とくにこの拠点では、複数棟のハウスの管理を同時にしなければならないなど、

大規模特有の問題に直面していた。ただし、現在では、管理・運営面の改善がすすめられた結果、

安定した生産が実施されるようになった。 

 「環境」の項目に関しては、A 拠点と同様に当初は単に計測値を眺めるだけの状態であった。

その後、週間でデータをまとめることの重要性を説いた結果、現在では、週に 1 回以上、社員間

でデータ検討を実施する体制になった。また、データ検討以外の時でも、データファイルを共有

することにより、いつでも閲覧できる状況にある。それとともに、生育計測で得られたデータは、

収量予測に役立てている。当初の評点の平均は 3.3 であったが、9 か月後には 4.6 にまで高まる

といったように、大幅な改善が進んだ。 

 「設備・機械」の項目に関しては、初期の段階で、設備保全のためのチェックリストを作成す

ることを推奨した。その後、独自に改良を加え、日報中にチェック項目を織り込むといったこと

で、設備保全を実施するようになっている。他方、この拠点では、ハウス内の整理整頓に当初か

ら取り組まれてきていたことは特筆される。ハウス内で器具を置く場所を明示しておく、作業終

了後には清掃を実施するなど、整理整頓には十分な注意が支払われている。 

 「人材」の項目では、組織体制は構築されていたものの、人手不足のために要員の配置に苦労

していた。ただし、その後の従業員教育などにより、現在の人員で作業を十分まかなえるように

なってきた。他方、当初は口頭で指示や指導がなされていたが、現在では、絵や写真を使った簡

易なマニュアルが整備され、作業員の教育に役立っている。 

「方法」の項目では、作業計画の立案に当初は苦労していた。しかし、現在は、作業員の作業

スピード把握ができてきたこともあり、安定した作業計画の立案が実施されつつある。作業に応

じた人員配置や作業配分ができるようになり、作業遅れの発生が少なくなってきた。作業記録も

つけられるようになり、作業スピードの把握に貢献している。 

「資材」の項目では、当初エネルギー（電気）の細かな計測が難しい状況にあり、複数棟のハ

ウスがあるにもかかわらず、全体でのエネルギー消費量しか把握できなかった。エネルギー計測

の重要性を説明したところ、それを計測するための装置が導入され、現在では、より細かな単位

でのエネルギー消費量が把握できるようになってきた。ただし、まだ十分活用されているとは言

えない状態ではある。他方、この拠点では、GAP の取得を目指していたことから、水質検査や資

材消費量の把握などには比較的最初の段階より十分に注意が払われていた。 

B拠点における評点の平均は当初 3.1であったが、9か月後には 3.8にまで高まり、比較的高い

水準で管理・運営が実施されるようになった。ただし、レーダーチャートの 5 角形はやや歪んで
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いて、「方法」と「資材」の項目の評点が他と比べてやや低くなっている。今後、これらの項目に

重点的に取り組むとともに、他の項目も伸ばすことができれば、より完成度の高い管理・運営が

実現できるようになる。 

 

図 3 B拠点におけるチェックシートの評点の変化。破線は改善前、実線は改善後（9か月後） 

 

 

6.1.5 次世代施設園芸拠点の支援体制 

 

農研機構 野菜花き研究部門野菜生産システム研究領域 

生産工学ユニット長 

 岩崎 泰永 （標準化検討専門委員会 副委員長） 

 

次世代施設園芸地域展開促進事業の目的は「次世代型施設園芸の経営モデル」を実証すること

であり、農林水産省のホームページには「施設の大規模な集約によるコスト削減や、ICT を活用

した高度な環境制御技術による周年・計画生産を行い、所得の向上と地域雇用の創出を図る」、「近

年の燃油価格の高騰を踏まえ、化石燃料からの脱却を目指し、木質バイオマス等の地域資源のエ

ネルギーを活用する」、「先端技術と強固な販売力を融合させ、生産から調製・出荷までを一気通

貫して行うとともに、地域資源を活用したエネルギーを活用する」といった言葉が並んでいる。

技術的な特徴や課題が注目されがちであるが、「大規模な法人経営体を支援する」モデルの確立と

実証は今後の展開を考えるとより重要さが増すと考えられる。 
 この事業では、それぞれの次世代施設園芸拠点において経営主体となる生産法人と都道府県、

市町村の行政、関連する民間企業、研究機関がコンソーシアムを形成し、拠点整備の準備段階か

ら栽培開始後まで継続して経営モデルの実証を進めている。それに加えて、本事業を推進するた

め、各種の委員会が設置されている。なかでも「次世代施設園芸検討専門委員会（東出委員長、
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農研機構）」は、第一線で活躍する研究者、技術者、生産者を委員に委嘱し、各委員が分担して直

接拠点を訪問し、専門家の立場から様々な情報提供やアドバイスを準備段階から行ってきた。平

成 28 年度からは農林水産省の研究プロジェクト「大規模施設園芸の発展スキーム構築（「革新的

技術開発緊急展開事業地域戦略プロ）」がスタートし、各拠点を対象とした技術開発や問題解決に

研究の側面からも積極的に取り組んでいる。 
 本稿では、次世代施設園芸拠点の支援について、北海道、宮城県、宮崎県を例として紹介する。

本稿を作成するに当たりご協力いただいた北海道、宮城県、宮崎県の各拠点の関係者の皆様に感

謝する。 
 
a.北海道拠点 

北海道拠点では、行政、県普及センターを中心に計画的、継続的に経営主体（苫東ファーム）

に対する支援が行われてきた。北海道拠点において強固な生産体制を確立し寒冷地型の経営モデ

ルを実証し、その取組を道内各地に波及させることを目的としてイチゴ栽培プロジェクトチーム

（以下、「プロジェクトチーム」と言う。）が設置されている（平成２６年９月設置）。このチーム

は、（１）イチゴ生産の安定・向上に向けた技術情報の収集・分析、指導技術の集積、（２）拠点

に対する生産技術指導や施設運営指導、（３）その他拠点におけるいちご生産体制の確立に向けた

支援などの活動をおこなってきた。支援の中心的な役割を果たしているのはプロジェクトチーム

内に設置された技術指導チームである（図 1）。技術指導チームには専属の特命担当者が配置され

（胆振農業改良普及センター東胆振支所に２名）、拠点に対して直接的継続的な技術支援や助言を

行ってきた（表１、写真 1、2）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 北海道拠点における技術支援体制図 



47 
 

 
技術指導チームの胆振農業改良普及センター東胆振支所（特命）が行ってきた支援活動は次の

通りである。 
（１） 周年出荷に対応したイチゴ品種の選定、（２）環境制御による安定生産技術の実（３）大

規模園芸施設における病害虫防除技術の検討、（４）施設設備の改善・検討、（５）採苗技術の確

立による健苗確保、（６）イチゴ栽培作業者の栽培技術の向上、、それぞれの課題について、苫東

ファーム温室内で実験や調査を行い、様々な成果を得てきた。たとえば課題（６）イチゴ栽培作

業者の栽培技術の向上においては、人材育成を目的として、社員、従業員に対して栽培講習会、

作業管理実技指導、栽培管理習熟度調査などを実施した。従業員の休憩時間終了後に 15分間、栽

培講習会（座学）を開催し、また、摘葉や摘果、定植作業など重要な作業時は、実演による実技

指導を実施した（表１、写真 1、2）。また、従業員の栽培管理に関する理解や作業習得状況を把

握するため、従業員を対象に習熟度テストを実施し、点数が低かった項目は、次回に講習指導を

見直した。その結果、前年と比較して収量が増加しているにも関わらず単位収量当たりの全作業

時間が短縮するという成果が得られた。これらの取り組みによる成果は支援対象である苫東ファ

ームと共有し、直ちに生産に活用している。 
苫東ファームでは平成 26 年に 2ha の温室を建設して経営を開始し、28 年に 2ha を増設した。

増設に際して、技術指導チーム内の（地独）道総研農業研究本部企画調整部地域支援グループの

調査や技術実証試験（実施主体：フード特区機構、協力：胆振農業改良普及センター東胆振支所）

を参照して、細霧冷房の方法、培地、電照方法など多くの改良がおこなわれた。苫東ファームは

当初経験者がまったくいない状態から栽培、経営をスタートしたが、夏秋どり作型、促成作型と

もに２作を終了し、栽培技術や収穫、調整に必要な技術や知識を社員、従業員がひととおり習得

し、日常的な作業は自律的に進むようになっている。2ha 増設後も大きな混乱はみられなかった。

これは技術指導チームを中心とした支援体制の成果であると考えられ、生産現場支援における普

及センターの指導力の重要さがよく示されている。 
 

b.宮城県拠点 
宮城県拠点では、コンソーシアム参加機関を中心に経営主体（（株）デ・リーフデ北上）に対す

区分
延べ人数
（人）

うち社員
（人）

回数
（回）

講習会 416 24 13

実技 132 21 51

合計 548 45 64

表１ 講習会、実技指導実績 

（H28 年 4～12 月） 

写真 1 栽培講習会 

    (H28/8/9) 

  

写真 2 定植実技指導 
‘ と ち お と め ’    

（H28/8/26） 
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る支援を行っている（表 2）。 
 

表２ 宮城拠点に関する支援機関の役割 
機関名 活動内容 

石巻農業改良普及センター   
病害虫防除指導や労務管理（組織運営）等アド

バイス 

先進的園芸経営体支援チーム    
ウィークリーレポートによる栽培管理指導・暖房

設備調査 

ＪＡ宮城中央会 指導員     生産・販売全般にわたる指導 

石巻市産業推進課         
栽培以外の支援（商談会等）、補助事業に係る

事務対応 

県東部地方振興事務所農業振興部  
労務管理（組織運営）や補助事業事務に係る

現場指導 

県農産園芸環境課         補助事業に係る対応（国との調整） 

 
（株）デ・リーフデ北上は、本事業を始めるために新たに結成された農業生産法人である。事

業計画の企画、施設の設計、販売計画の立案など、準備段階から、行政、地域指導機関、研究機

関がチームを組んで、定期的な情報交換や打ち合わせを行ってきた。新たに採用された若手社員

の研修にも、地域支援機関が積極的に協力している。特徴的なのは、宮城県農業・園芸総合研究

所内に設置された「先進的園芸経営体支援チーム」の活動である。このチームは宮城県の園芸の

先駆的取組を担う農業生産法人の育成・支援を目的として設置された。現在、おもに生産法人を

対象に環境情報、生育調査の情報収集と共有をすすめ、「生産者ネットワーク」を形成し、この生

産者ネットワークに対して地域普及センター、地域 JA、全農、農研機構など異なる組織が連携

して技術的な支援を行っている。ネットワークに参加している生産法人は、環境情報と生育情報

を一枚のシートにまとめたウィークリーレポート（図 2）を作成し、環境制御に反映したり、他

の法人と相互に情報を共有し、栽培や経営に活かしている。 
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宮城県拠点は「先進的園芸経営体支援チーム」の支援対象となっており、「生産者ネットワーク」

の活動を通して、県内の大規模生産法人と情報やノウハウを共有し、連携を深めつつある。また、

地域振興事務所、普及センター、JA、全農との連携もスムーズで一体的に支援活動を行っている。

平成 28 年 9 月から栽培を開始し現在半年が経過した。生産法人の農場長の尽力に若手の社員た

ちが応え、短期間に栽培技術を習得し、生産は順調であるという。支援する側が組織や立場を超

えて横断的に協力して支援することの重要さ、生産者同士の横のつながりの重要さが示されてい

る。 
 

c.宮崎県拠点 
宮崎県拠点には筆者は一度しか訪問したことがなく、以下に記載することは、推進会議の発表

や資料から、あるいは担当者から聞いたことから筆者が推測したことである。 
宮崎拠点は全国 10 か所の次世代施設園芸拠点で唯一 JA が直接的に経営に関わっている。ハウ

スはオランダで一般的な軒の高いフェンロー型ではなく、国内で広く利用されている丸屋根（谷

換気）型の連棟ハウス（低コスト耐候性ハウス）を導入している。一棟 30～50a のハウスを合計

9 棟有しており、もっとも国内の既存施設に近い。この拠点の特徴を一言で言えば、もっとも県

の研究機関（宮崎県総合農業試験場）が積極的に関わっていることである。総合農業試験場では、

宮崎県拠点に直結する研究テーマを数多く実施し、推進会議でも多くの成果を発表している。も

ちろん、地域普及センタ－、JA、経済連の支援も確実に行われているが、研究機関が強力にバッ

図２ 生育と環境のウイークリーレポート（例）（宮城県、神崎ら） 
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クアップしていることは、コンソーシアムにとって非常に大きな安心材料である。実は県の研究

機関が研究課題を立てて積極的に関わっている拠点はあまり多くない。県の研究機関は人材、技

術、ノウハウを蓄積しやすく、学会活動などを通した研究者同士の連携も取りやすく、全国への

情報発信、全国からの情報収集も行いやすい。次世代型施設園芸の支援には地域の研究機関の積

極的な関わりが重要であることを示すよい例であると考えている。 
 

図３ 宮崎県拠点、支援体制図 

 
以上、北海道、宮城県、宮崎県拠点を例として取り上げ、次世代施設園芸拠点支援の工夫を紹

介させていただいた。いずれの拠点も、支援する側が一致協力している点は共通している。次世

代施設園芸拠点の経営主体の多くは、農業生産または施設園芸生産にこれまで関わった経験がな

かったり、ほとんど経験者がいない状態でスタートしている。拠点経営の成否は、各拠点のコン

ソーシアムに参画している地域の指導機関や行政の指導力、支援力が左右しているといっても過

言ではない。今後同様な農業生産法人の新規参入が増加すると思われ、地域の支援体制の確立は

極めて重要となる。 

写真 3 合同検討会 写真 4 農試主催研修会 
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6.1.5 エネルギー管理  

 

東海大学名誉教授 

 林 真紀夫 （企画委員会 委員） 

 

次世代施設園芸拠点（宮城県と高知県を除く）の暖房設備や運転状況についての現地調査を行

い、今後の効率的なエネルギー管理の観点で以下に状況を整理した。 

 

a.北海道拠点 
(1)暖房設備概要 
栽培ハウス（イチゴ栽培）は、一期工事ハウス（軒高 4m、間口 8m×28 連棟×奥行 93m、2ha）

（図 1）と二期工事ハウス（同 2ha）の連棟ハウス 2 棟である。暖房付帯設備は、両ハウスでそ

れぞれ独立している。一期工事ハウスでは、木質チップボイラー（200kW×1 台、オヤマダエン

ジニアリング製）、ヒートポンプ（寒冷地仕様の外気熱源温水供給式、160kW×4 ユニット、三

菱重工製）、および LPG 暖房機（117kW×28 台、フルタ電機製）の 3 種暖房装置を組み合わせ

た方式である。二期工事ハウスもぼぼ同様の暖房装置であるが、木質チップボイラーは 280 kW
に能力を高めている。各ハウスは 7 エリアに分けられ、各エリアごとに環境制御できる。 
暖房系統は、木質チップボイラー（図 2、3）およびヒートポンプ（図 4）による温水供給系統

と、LPG 温風暖房機系統に大きく分かれる。前者では、木質ボイラー発生熱は貯湯槽（25 トン）

（図 4）に貯熱され、この温水とヒートポンプで作り出す温水を組み合わせて利用する。この温

水は、高設ベッド培地加温、融雪（図 5）、室内暖房（外周部暖房管加温および温室内ファンコイ

ルユニット（図 6））の３目的に利用する。この熱源系統をベースとし、不足熱量分を LPG 暖房

機（図 7）で供給する。LPG 暖房は温風式で、高設ベンチ下のポリダクトで配風される（図 8）。
LPG 暖房機の全暖房能力は、木質チップボイラーとヒートポンプを合わせた全暖房能力の 3 倍以

上である。二期工事ハウスでの温水は、高設ベッド培地加温および融雪のためのみの利用で、室

内暖房には利用しない。 
温室の被覆は、固定張り 1 重＋カーテン 3 層（1 層は遮光兼用）の 4 枚被覆で保温性を高め、

暖房負荷を低減している。 
(2)運転状況 
 3 種暖房装置の組み合わせ利用であり、効率的な運転制御の検討が進められてきている。ハウ

ス暖房への熱源供給は、LPG 暖房機によるものが圧倒的に多い。 
一期工事ハウスと二期工事ハウスでは、運転制御方法が多少異なる。今冬期、一期工事ハウスで

は、木質チップボイラーおよびヒートポンプ温水供給系統では、比較的外気温が高い時期はヒー

トポンプを優先運転し、外気温が低下するにつれて木質チップボイラー貯湯槽の設定湯温を徐々

に上げるようにしており、厳寒期にはベース熱源としての木質チップボイラーの稼動率を高くし
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ている。苫小牧の 1 月の平均最低気温は、－8.3℃と低い。外気熱源ヒートポンプは、寒冷地にお

いては除霜運転の頻度が増し、温暖地に比べると効率（COP）が低下することは否めないことか

ら、外気温の比較的高い時に有効に使うよう試みている。二期工事ハウスでは、木質チップボイ

ラーをベース熱源として、貯湯槽水温が設定値（約 65℃）になるよう運転し、不足熱量をヒート

ポンプで補う制御がされた。融雪配管へ送水するかどうかは、天気予報などを参考に管理者が決

めており、積雪がなくても予備的送水が行われる。このため、培地加温熱量に比較し、融雪用熱

量が圧倒的に多い（温水供給系統熱量の約 90％以上を占める）。 
現状では、装置の運転状況等をみながら、運転制御法の試行が行われてきている。現在まで、

木質チップ（道産を使用）入手価格変動はほとんどないとのことである。木質チップボイラーと

ヒートポンプの組み合わせ利用では、両システム全体のエネルギー利用効率を高める観点から、

あるいは暖房コストを低減する観点からの運転方法のさらなる検討が期待される。ヒートポンプ

は、夏期高温時の培地冷却への利用ができ、その利用効果も期待される。 

 

図１ 栽培ハウス（一期工事ハウス）        図 2 木質チップボイラー 

 

図 3 木質チップ貯蔵槽           図 4 外気熱源ヒートポンプ（右）と 
                         貯湯槽（左）後方はボイラー室 



53 
 

      
図 5 谷下（3 層カーテン上部）の融雪パイプ   図 6 室内ファンコイルユニット 
 

    
 図 7 LPG 温風暖房機          図 8 LPG 暖房用温風ダクト 
 
 
b.宮城県拠点 
※林委員による現地調査は未実施のため、次章「６．２ 次世代施設園芸拠点の状況と今後の課

題 6.2.2 宮城県拠点」を参照のこと。 
 

 

c.埼玉県拠点 

(1)暖房設備概要 
栽培ハウス（トマト栽培）は、2 丸屋根型連棟ハウス（軒高 4m、間口 9m×3 連棟または 4 連

棟、奥行 64～96m、面積 2304～3456m2）11 棟である（図 1）。暖房は、木質ペレット温風暖房

機（116kW、金子農機製、図 2）と LPG 温風暖房機（116kW、ネポン製、図 3）を組み合わせ

たハイブリッド方式である。従来から木質ペレット暖房機と燃油式暖房機の組み合わせ設置事例

はかなりあり、燃油式暖房機を LPG 暖房機に置き換えたと見なせば、利用方式は類似する。暖

融雪パイプ 
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房機の設置場所は、南北棟温室の両妻面側で、いずれの暖房機も上吹き出しのダクトレスである。

床面積 3456 m2（間口 36m×奥行 96m）の棟を例にとると、片側妻に木質ペレット温風暖房機 1
台、反対側に LPG 温風暖房機 2 台の設置である。奥行き方向送風の循環扇が、1 棟あたり 12 台

取り付けてある（図 4）。 
温室の被覆は、固定張り 1 重（フッソ系硬質フィルム）＋カーテン 2 層の 3 枚被覆である。 

(2)運転状況 
 制御は、複合環境制御装置（日本オペレーター製）で行う。木質ペレット温風機を優先使用す

るハイブリッド運転が予定されている。現在、栽培開始前の試運転段階にある。予備調査では、

循環扇を使用しているものの、奥行きが 100m 近くあるため、片側妻の木質ペレット温風暖房機

のみの単独運転、または反対側妻の LPG 温風暖房機のみの単独運転をした場合には、熱源が偏

るために温度ムラが生じやすいことが確認されている。次の暖房シーズンに向けて、温風吹き出

し口方向の調整、負荷に応じてどの暖房機を運転するかなどの温度ムラ抑制の検討がなされるで

あろう。その他、温熱環境の確認、改善が進められるであろう。 
 

   
図１ 栽培ハウス           図 2 木質ペレット温風暖房機 

 
図 3 LPG 温風暖房機             図 4 循環扇             
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d.静岡県拠点 
(1)暖房設備概要 
栽培ハウス（高糖度トマト栽培）（図 1）は、床面積 1980 m2（軒高 3.0m、間口 9m×4 連棟、

奥行 55m）の低コスト耐候性 5 棟を 1 ブロックとした 4 ブロック計 20 棟である。暖房は、木質

ペレット暖房と重油温風暖房を組み合わせたハイブリッド方式である。木質ペレット暖房は温水

式であり、各ブロックに 1 台の木質ペレットボイラー（580kW、丸文製作所製）（図 2、3）を備

える。ボイラーからの温水は、各棟の中央通路付近に設置してある２台の熱交換器（グリーンソ

ーラ、ネポン製）（図 4）に送水され、室内空気と熱交換される。重油温風暖房機（87.2kW、（図

5）は、各棟の両妻側に各 1 台計 2 台である。グリーンソーラ、温風暖房機とも上吹き出しのダ

クトレスである。各棟に下吸込み旋回横吹き出し式循環扇（ネポン製）が 2 台設置してある（図

6）。CO2施用には、液化 CO2が使用され、燃焼式装置は使用していない。温室の被覆は、固定張り

1 重（フッソ系硬質フィルム）＋カーテン 2 層（2 層とも遮光兼用）の 3 枚被覆である。 
(2)運転状況 
 一冬を経過し、ほぼ順調に温度管理がなされている。暖房装置は複合環境制御装置（マキシマ

イザー、誠和製）（図 7）で制御している。木質ペレット暖房をベース熱源として優先利用する方

針であるが、この冬期は優先利用順位を月により重油温風暖房機に変更して、燃料使用および暖

房負荷解析が行われており、今後の運転法を検討するための基礎データを得ている。暖房負荷解

析からは、木質ペレット暖房による 40％弱の燃油削減が確認されている。燃料の木質ペレット（地

元間伐材）は、地元の提携企業により安定的に供給されている。現時点では燃油価格が下落して

いるため、燃油暖房に比べ、木質ペレット暖房コストは多少割高とみられる。木質ペレットボイ

ラーの稼動時間が長い時は、週に 1 回程度の灰掻き出しなどの清掃保守作業（30～40 分）が必

要である。 
 栽培開始前の温度分布測定から、暖房時の多少の温度ムラが認められた。その後の測定では、

場所による差は 2℃程度に縮小している。 
環境制御装置によるハイブリッド運転の制御ロジックが不明確なところもあり、確認が進めら

れている。両暖房装置の熱効率を高く維持するために、負荷に応じたハイブリッド運転制御の検

討が必要である。いくつか細かな課題はあり、今後の検証により改善が図られるものと思われる。。 
 



56 
 

          
図 1 4 連棟栽培ハウス            図 2 木質ペレットボイラー     
 

    
図 3 木質ペレットサイロおよび背面は   図 4 温水熱交換器（中央通路付近に設置） 

ボイラー室 

    
図 5 重油温風暖房機（妻面付近に設置）     図 6 旋回吹き出し式循環扇 
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図 7 複合環境制御装置 

 

 

e.富山県拠点 
(1)暖房設備概要 
栽培ハウスは単棟であり、ミニトマト栽培ハウス 18 棟（軒高 2.8m、間口 20m、奥行 45～54m

または間口 24m、奥行 81～102m、面積 9～25a、計 2.9ha）、および花き栽培ハウス（トルコギ

キョウなど）10 棟（軒高 2.8m、間口 20m、奥行 60m、面積 12a、計 1.2ha）の合計 28 棟（4.1ha）
である（図１）。このほかに種苗供給施設が２棟ある。暖房などに必要なエネルギーは、産業廃棄

物処理場の廃棄物燃焼による発電電力と排熱（一部ハウス）でまかなう。発電した電気は北陸電

力配電網を経由して供給され、ヒートポンプの運転・補光・その他の付帯設備の運転に利用する。

主要な暖房熱は、ヒートポンプ供給による（図２）。ヒートポンプ（イーズ製）は暖房以外に、夏

の昼夜の冷房、除湿にも利用しており、通常よりも多めの設置台数（7 馬力約 20 台／10a）にな

っている。 
燃焼で生まれる排熱は、コンテナ輸送し（図 3）、室内の熱交換ファンコイルユニット（図 4）

を介して一部ハウスの補助熱源に利用される。そのほか、LPG 燃料の CO2 発生機（15.6kW、ネ

ポン製）が設置されており、冬期の運転時には暖房にも寄与する。また、除湿換気用熱交換器（イ

ーズ製）も設置されている（図 5）。 
温室の被覆は、固定張り 1 重（硬質フィルム）＋カーテン 2 層（1 層は空気膜方式、図 6）で

ある。稼動機器の制御は、各棟の環境制御装置（MC-6000、ネポン製）で行われる。 
(2)運転状況 
 暖房エネルギーの大半はヒートポンプによるものであり、廃棄物燃焼排熱の利用は全体のごく

一部である。発電による豊富な電力を利用して、ヒートポンプによる夏期の夜間冷房のみならず、

昼間の冷房による増収・品質向上が試みられている。昼間冷房では、遮光カーテンを閉じること

で外気温よりも５～６℃低くできるとのことである。トマト栽培などでの昼間冷房は今までみら

れない試みであり、費用対効果も含めた評価が待たれる。一部ハウスでは補光が行われており（図

7）、それによる発熱は多くはないものの、暖房時間帯には暖房に寄与する。 
 ハウス建設後に室内の温度むらが認められたため、その対処として循環扇の増設が行われてい
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るが（図 7）、どの程度まで解消したか今後より詳細な確認が必要といえる。 
また、空気膜式の保温カーテンも開ける際の空気抜きがスムーズでないため、現在送風を止め

ており、送風扇は循環扇として使用している。今後、付帯装置の効果的な活用、制御法について

検討・改善が進められるであろう。 

      
図１ 単棟栽培ハウス           図 2 ヒートポンプ室内機        

    

図 3 排熱輸送コンテナおよび熱供給システム 図 4 排熱熱交換用ファンコイルユニット  
 

      
図 5 除湿換気用熱交換器       図 6 空気膜保温カーテン 
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図 7 LED による補光        図 8 循環扇（１台は追加設置） 

 

 

f.愛知県拠点 
(1)暖房設備概要 
栽培棟（ミニトマト栽培）は、2 屋根型フェンロー温室であり、床面積 2.9ha（軒高 5m、間口

9m×24 連棟、奥行 133m）（A・B 区の 2 区）および 0.7ha（軒高 5m、間口 9m×12 連棟、奥行

64m）（C 区）（図１）の 2 棟で、A～C 区の 3 ブロックに分かれる。 
暖房には、隣接する豊川浄水センターの放流水熱と重油温風暖房を組み合わせて利用する。熱

利用は、放流水熱を優先する。放流水熱と室内空気の熱交換するための熱交換ユニット（ジオマ

ックス、池田テクニカ製）が合計 20 ユニット設置してある。温室床下約 2m に埋設してある放

流水熱交換ユニットの熱交換パイプ（80cm 径）（図 2）の外周を放流水が流れ、室内から送風さ

れたパイプ内を流れる空気と熱交換する。熱交換後の温風は、室内栽培ベッド下に設置してある

穴あきポリダクトにより室内へ配風される（図 3、4）。ポリダクトは、CO2 施用（液化 CO2 使用）

兼用のため、CO2施用時には熱交換ユニットの熱交換パイプへの送風が強制的に行われる。全体で、

重油温風暖房機が 15 台（174kW×12 台、116kW×3 台、ネポン製）設置してある（図 5）。 
C 区のみ、夏越え栽培での夜間冷房利用を主目的としたヒートポンプ（暖房、除湿にも利用予

定）が装備されている。循環扇（図 6）は、室内上部吸い込み、下部吹き出しの縦型送風の方式

である。 
 A から C 区の 3 ブロック個別制御がなされ、制御には複合環境制御装置（エアロビート、イノ

チオアグリ製）が使われている。温室の被覆は、固定張り 1 重＋カーテン 2 層（1 層は遮光兼用）

である。 
(2)運転状況 
 浄水場放流水を熱源とする暖房は、ほとんど事例がなく、特徴的といえる。現在、熱交換ユニ

ットと重油温風暖房機は独立に制御されている。変温管理が行われ、暖房設定温度は 12～15℃で

ある。冬期の放流水水温は 19℃程度で、設定室温が 12℃のときの温風吹き出し温度は 15℃程度

とのことである。放流水熱より燃油消費量の 30％以上削減を目指しているが、エネルギー解析は

これからである。 
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夏期の放流水水温は 30℃近くまで上昇する。室温が 30 数℃以上となる日中の高温時には、冷

房への利用も検討課題である。現時点では稼動データが不足しており、今後のエネルギー解析に

より、熱交換ユニットの効果的な制御法の検討がなされるであろう。 
 

     

図１ フェンロー型栽培ハウス   図 2  床面下に埋設される熱交換ユニットパイプ 
 

   
図 3 熱交換ユニットの室内空気吸い込み口   図 4 熱交換空気吹き出しダクトと温風暖房機 
（手前バルブは CO2施用用圧力調整装置）   ダクトをハンギングガター下に交互に配置 
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図 5 重油温風暖房機（温風ダクトあり）   図 6 上部吸い込み、下部吹き出し縦型循環扇 
 

 

g.兵庫県拠点 

(1)暖房設備概要 
栽培棟（トマト・ミニトマト栽培）は、1.78ha の 2 屋根型フェンロー温室 2 棟（軒高 6m、間

口 8m×18 連棟×奥行 124m×2 棟）（図 1）の計 3.6ha である。木質チップボイラー（700 kW
×1 台、シュミット・巴商会製）と LPG ボイラー（2325 kW×2 台、(株)タケザワ製）を組み合

わせたハイブリッド温湯暖房方式で（図 2、3）、栽培棟の暖房、作業室の暖房、および真水タン

クの加温を行う。2 台分の LPG ボイラー能力は、木質チップボイラー能力の約 7 倍である。木質

チップ（地元森林組合産）（図 4）は、木質チップ貯蔵槽（図 5）からボイラーへ自動搬送される。

木質チップボイラーの発生熱はいったん蓄熱タンク（13m3、図 6）に蓄熱する。LPG ボイラー

用の蓄熱タンクは設けてない。ただし、ボイラー自体が 6.5 m3／台、計 13m3の水量を蓄えてい

る。 
木質チップボイラーの温水回路、LPG ボイラーの温水回路、温室側の温水回路は相互に分離し

ている（図 7）。木質チップボイラーおよび LPG ボイラーの発生熱は、水対水熱交換器を介して

温室側の温水に伝熱される。温室側の温水回路の温室からの戻り水は、木質チップボイラー用の

蓄熱タンク温水とまず熱交換し、その後 LPG ボイラー側からの温水と熱交換し、温室内の放熱

管（作業台車レールを兼用）（図 8）へ送水される。暖房管理に関して、各棟中央通路を挟んで 2
つの管理区に区分されており、2 棟で計 4 系統の温水回路になっている。環境制御は、複合環境

制御装置（iSii、ホーヘンドール製）によって行われ、各管理区の室温に基づき、各系統の送水

温度をコントロールする。 
CO2施用時には LPG ボイラーを運転し、その排ガスを施用に利用しているが、LPG ボイラー用

の蓄熱タンクは設置されていないため、蓄熱利用はされない。 
温室の被覆は、固定張り 1 重（硬質フィルム）＋カーテン 2 層（遮光兼用）の 3 枚被覆の保温
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である。ただし、側面カーテンは１層である。頭上循環扇が 1 棟当たり 27 台（奥行方向 3 台×9
列）設置してある。 
(2)運転状況 

木質チップボイラーをベース熱源とした、LPG ボイラーとのハイブリッド運転がなされてお

り、エネルギーを有効利用するための制御法の検討がされている。木質チップボイラーの運転制

御は、木質チップボイラー側の制御装置で行い、暖房時の蓄熱タンク水温は、80℃前後まで高め

る。木質チップボイラーの日中運転によって予備蓄熱する場合、連続運転での全発熱量を蓄熱す

るには、蓄熱タンク容量は小さめとみられる。 
木質チップボイラーで不足する熱量は、複合環境制御装置よって制御される LPG ボイラー発

生熱で補充する。LPG ボイラー温水回路のボイラー戻り水温が高すぎる場合（およそ 60℃以上）

には、ボイラー保護のため、屋外設置の冷却塔（図 9）で放熱し、戻り水温を下げる方式がとら

れている。このため、CO2施用時の LPG ボイラー発生熱を暖房時以外は冷却塔で廃棄することに

なる。この種の設備では、CO2施用時に発生する余剰熱を、蓄熱タンクを設けてこれに蓄熱し、暖

房に利用する方式もみられる。コスト面やエネルギーの有効利用の観点からの総合評価が必要で

あろう。 
エネルギーロスを少なくするため、暖房負荷に応じてボイラー水温を上げすぎないような制御

法の検討が行われている。また、暖房中の室内の温度ムラが多少認められ、暖房配管への送水量

バルブ調整や、制御用温水センサーの位置変更など、温度ムラ改善の検討が進められている。 
 

    

  図１ フェンロー型栽培温室       図 2 木質チップボイラー（右）と     

LPG ボイラー（中央） 
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図 3 LP ガスボイラー用ガスタンク         図 4 木質チップ 
 

  
図 5  木質チップ貯蔵槽（右側）と 

ボイラーへの搬送装置（左側） 
 

図 6 木質チップボイラー用蓄熱タンク                         
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図 7 暖房システム流路概要（大山作成図に一部加筆） 
 

    
 図 8 室内の放熱管         図 9 屋外の LP ボイラー用温水冷却塔 

 
 

h.高知県拠点 
※林委員による現地調査は未実施のため、次章「６．２ 次世代施設園芸拠点の状況と今後の課
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題 6.2.8 高知県拠点」を参照のこと。 
 

 

i.大分県拠点 

(1)暖房設備概要 
栽培棟（パプリカ栽培）は、3 屋根型フェンロー温室（軒高 5.5m、間口 9.6m×23 連棟＋3.2m、

奥行 104m、2.24ha）（図１）であり、中央付近を仕切り壁で 2 分し、別管理ができるようになっ

ている。さらにそれぞれ 2 区分され、栽培棟は 4 区画となる。栽培棟に接続して育苗棟（間口 9.6m
×10 連棟、奥行 32m、0.32ha）がある。 
暖房は、地域エネルギーである汲み上げ温泉水（95℃以上）・蒸気と重油ボイラー（図 2）の組

み合わせ利用である。地熱水・蒸気は、屋外の熱交換装置（タカフジ製）（図 3）で温室側暖房循

環水と熱交換される。熱交換された温水は、一旦貯熱タンク（300 トン）に蓄えられ、暖房時に

室内放熱管（図 4）に送水（約 60℃）する。局所加温用の可動式放熱管もベッド間に設置してあ

る（図 4 丸印部分）。暖房には温泉熱を優先利用し、不足熱源を重油ボイラー（930kW ×4 台、

三浦工業製）で補充するハイブリッド方式である。炭酸ガス施用には液化 CO2 を使用するため、

暖房には寄与しない。室内天井部には循環扇が取り付けてある（図 5）。暖房制御は、環境制御装

置（Connext、Priva 製）（図 6）によって自動化されている。 
温室の被覆は、固定張り 1 重（ガラス）＋カーテン 2 層（遮光兼用）である。 

(2)運転状況 
 今冬期の最低外気温は－7℃程度であったが、暖房設定温度 16～18℃のときに、地熱利用のみ

で暖房熱量が足りており、重油ボイラーの稼動はほぼなかった。最低外気温が－7℃のときでも

室温 20℃を維持した実績があり、燃油の削減効果は著しい。温泉熱利用に関わる電気代は、月約

45 万円前後と推定され、暖房ランニングコストの削減は著しい。暖房に関しては、朝方カーテン

を開けた時の一時的な室温低下が問題であったが、保温カーテンを、時間をかけて段階的に開け

るなどの対処によって改善されている。温度ムラも多少みられるが、今後、温熱環境のより詳細

な解析が行われる予定で、それに基づいた改善が図られるであろう。 
 

    
  図１ 3 屋根型フェンロー温室         図２ 重油ボイラー 
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図３ 地熱水熱交換装置      図４ レール兼用放熱管および局所加温用放熱管 

                     （ハンギングガター間丸印部分） 
 

    
図５ 天井循環扇             図 6 複合環境制御盤 

 
 

j.宮崎県拠点 
(1)暖房設備概要 
栽培ハウス（キュウリ、ピーマン栽培）は、丸屋根型の低コスト耐候性ハウス（軒高 2.5m、

間口 5.4m、奥行 90m、11 連棟（約 54a）×２棟、10 連棟（約 49a）×5 棟、6 連棟（約 30a）
×２棟）の計 9 棟（合計 4.1ha）である（図１）。暖房装置は木質ペレット温風暖房機のみ（116kW
×41 台、ネポン製、九州オリンピア製）であり、10a 当たり 1 台の割合で設置してある（図２、

3）。したがって、床面積 30a のハウスには 3 台、床面積 49a および 54ａのハウスには 5 台の設

置となる。暖房機の設置場所は、南北棟温室の両妻面側である。暖房機設置台数が 3 台または 5
台の奇数台であることから、5 台設置の場合は片側妻に 3 台、反対側妻に 2 台となり、両妻の設

置台数に違いが生じる。各暖房機には配風用の温風用ポリダクトを取り付けており、ダクトによ

り室内をゾーン分けしている（図 4、5）。ハウス内上部には攪拌扇が取り付けてある（図 6）。 
暖房機のほかに CO2 発生機（32.9kW、ネポン製）（図 7）が設置されており、朝方の稼動時に

は暖房にも寄与する。温室の被覆は、固定張り 1 重＋カーテン 2 層の 3 枚被覆である。 
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(2)運転状況 
 各暖房機は、UECS による富士通製環境制御システム（以下「SaaS」という。）によって制御

される。当初からゾーンによる温度ムラが生じ、その抑制が課題となった。そこで SaaS の機能

を活用し、各ペレット温風暖房機（以下、暖房機）を同一ゾーンにある温度センサーで対応する

個別制御（SaaS では「自律制御」という。）と、全暖房機を全温度センサーの平均値で対応する

連動制御（SaaS では「複合制御」という。）の両方を同時併用する設定に改善し、1 分間隔の温

度で暖房機の制御を管理することとした。 
例えば（暖房機設置台数 5 台の場合）、個別制御の下限値 17℃、連動制御の下限値 18℃に設定

した場合、ハウス内の 5 つのゾーンの平均室温が 18℃以上（例えば 18.5℃）でも、あるゾーン

の室温が 17℃を下回れば、個別制御が優先し、17℃を下回ったゾーンに対応する暖房機のみが

ON になり、その他のゾーンに対応する暖房機は OFF のままである。これにより室温の低いゾー

ンの室温を優先して上昇させ、全体の平均室温も少し高めるが、室温の低いゾーンの室温上昇が

より大きいため、ゾーン間の温度ムラは縮小する。5つのゾーンの平均室温が 18℃以下になると、

連動制御に移り 5 台の暖房機が同時に ON となる。これを繰り返すことによって、5 台の暖房機

を同時に、頻繁に着火させる必要がなくなり、全体としてなだらかな温度推移が期待でき、また、

ゾーン間の温度ムラが縮小され、省エネのメリットも生じる。ハウスによっては、個別制御と連

動制御の下限値を同じ温度（例えば 18℃）する場合もある。 
また、暖房機の設置台数が両妻で異なり、ゾーンの面積にも差があることから温風ダクトの長

さ、配置場所、吹き出し穴間隔などの調整（図 5）、制御用温度センサーの設置位置の調整などに

よる改善も試みられた。それらの対処の結果、改善前は夜間暖房中のハウス内ゾーン別最低室温

とゾーン別最高室温の幅は 8～10℃もあったが、個別制御と連動制御を併用設定し、ダクト配置

などを改善した後は、概ね 3～5℃の幅に縮小されている。 
 木質ペレット温風暖房機の灰の掻き出し清掃は、運転時間 300 時間あたり 1 回行われ、1 台当

たりの作業時間は約 2 時間で、1 棟 5 台のハウス（50a）の作業は約 1 日かかるとのことで、作

業負担はかなりある。暖房機ごとに木質ペレット燃料用サイロ（6.4m3）が設置されており、真

冬の燃料補給（県内産）は、キュウリ（暖房設定温度 13～15℃）で 4～5 回／月、ピーマン（暖

房設定温度 18℃）で 5～6 回／月である。現時点では、石油価格が下がっているため、相対的に

は木質ペレットの燃料価格が高めになっていると思われるが、燃油価格は上下変動することから、

長期的な見方が必要であろう。 
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図１ 丸屋根型栽培ハウス          図２ 木質ペレット温風暖房機 
 

    
図３ 木質ペレット用サイロ（容量 6.4m3）      図４ 温風親ダクト 
 

    

図５ 長さ調整をした子ダクト          図６ 循環扇（奥行方向に 2 台） 
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 図 7  CO2発生機 
 

６．２ 次世代施設園芸拠点の状況と今後の課題 

 

6.2.1 北海道拠点 

a.生産概要 

富士電機、清水建設、地元金融機関等の出資による苫東ファーム（株）が事業主体となり、計

画収量を 7.5kg/㎡とし 2014 年より生産を開始している。生産施設は苫小牧東部工業基地内にあ

る。26年度に両屋根型連棟ハウスを１棟（間口 8m×28連棟×奥行 93m、軒高 4m、約 2ha）先行し

て設置し、28年度にさらに１棟（間口 8m×28連棟×奥行 93m、軒高 3.6m、約 2ha）を増設し、合

計 4haの栽培施設を持ち、国内最大規模のイチゴ栽培施設となっている。各棟とも 7エリアにわ

け、エリアごとに環境制御を行う。栽植密度を約 6株/㎡で、高設栽培（かけ流し式、培地：ロッ

クウール粒状綿（一部有機質培地実証中））により四季成り品種（すずあかね）と一季成り品種（と

ちおとめ、紅ほっぺ）を組み合わせた周年生産と連続出荷の体制を構築している。ハウス内から

選果施設、保冷庫への果実搬送は無電源の保冷機能を持つ搬送装置により行い、低温を維持し品

質の確保に努めている。主な出荷先は道内の業務用途（ケーキ用等）と道の駅である。 

四季なり品種のすずあかねは、購入苗（ホクサン）を本圃に直接定植している。また、高設栽

培による親株育成用パイプハウス（250㎡×2棟）とベンチ育苗用のパイプハウス（166㎡×4棟）

により一季なり品種の増殖とポット育苗（挿し苗、8 万株）による自家育苗を行っている。また

自家育苗で不足する分には購入苗も利用しており、購入後の選別を行うことで均一な生育を確保

しているが、育苗先の事情が絡むこともあり、今後は自家育苗の増強も検討している。なお定植

適期は気温の関係で短期間となるため、充実した苗をピンポイントで準備し、定植作業も計画的

に進めることが重要となる。 

b.環境制御とエネルギー管理 

富士電機の子会社（富士 IT）が開発した複合環境制御装置でのハウス環境制御および養液管理

を実施中である。各機器類の制御設定値は、天候や制御結果を見ながら調整を進めており、制御

装置の調整や改良も都度行われている。外気温が低い中での換気や、昼夜温格差が大きい中での
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冷房と暖房の切り替えなど、北海道の気象条件下で特有な制御も見受けられる。 

熱源として木質チップボイラー（温湯用、200kW×1 台、オヤマダエンジニアリング製、280kw

×1台、ノルティング製、道産木質チップ（丹治林業）利用）、電気式空気熱源ヒートポンプ（寒

冷地仕様、温湯用（および培地冷却時の冷水用）、160kW×6 台、三菱重工製）があり、培地加温

冷却用パイプと融雪用パイプ（ハウスの谷下に設置）へ温冷水を供給する。また LPGボイラー（温

風用、117kw×4 台×7 エリア×2 棟分、フルタ電機製）があり、地中配管を通じ各ベンチ下のポ

リダクトへ温風を供給する。また CO2 は液化炭酸ガスを大型タンクより各ベンチ上の多孔質チュ

ーブへ供給する。 

c.生産管理体制 

現在、プロパー社員 5名、パート 30～40名体制で、生産、選果出荷や設備管理を行い、生産担

当の社員が全体の作業計画を立てている。当初は 1 か月単位の計画であったが、栽培経験を積む

ことで基本となる人工数を把握でき、先の見通しが立つようになり、現在では 2 か月単位となっ

ている。全体作業計画書にはエリア 

ごとの作業別必要人工数が記入され、パートのシフトと合わせ、複数エリアでの作業が同時並

行で計画的に進むよう管理をしている。ハウスでの収穫や管理作業は、品種ごとのグループで分

担され、各グループにはパートリーダーを配置し、社員からの作業指示書にもとづきグループ内

の作業管理を行っている。 

このような組織体制が固まってきたのは栽培が３年目に入った頃からであり、初心者に対して

ベテランが教えるなど全体の作業能力が向上している。また担当エリアやパートリーダーを定め

ることで、責任体制が明確となり、同じ品種を継続して扱うことで変化に気づきやすくなってき

ている。また責任感やモチベーションの向上も期待されている。普及センターによる作業指導も

継続して行われ、定期的な研修と理解度を確認するテストの実施も行っている。最近では工場の

管理業務経験者が全体作業計画の作成にかかわることもある（以上、事業報告書（別冊２）「大規

模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」：3.1.5.1 次世代施設園芸北海道拠点を参照）。 

なお選果機の試験導入（農林水産省地域戦略プロジェクトによる）を行い、選果作業全体の効

率を２割程度向上させている。機械の調整を進めながら今後の収量と選果出荷量の増加に備えて

いる。 

d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 4回）を行い、育苗方法や養液管理、環境管理等の栽培管理と前述の

作業管理を中心に調査を行ったところ、以下の課題がみられた。 

育苗については、購入苗を利用しつつも安定した苗質と苗本数を確保するため、自家育苗体制

の整備も必要とみられた。一季成り品種の栽培では、定植時期以降に気温と日射量や日照時間の

低下があり、より適切な環境管理や電照によって生育や収量を向上させることも必要とみられた。

また 4ha に増設された後の作業負担も増しているため、個人別の作業能力の把握や向上などによ

り、計画的な作業実施をより進めることが重要と考えられる。 

なお増設した施設では、暑熱対策としてハウスの開口率や細霧冷房装置の能力を高めて、また
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暖房設備では木質チップボイラーの能力を高めている。また融雪に用いる温湯循環の制御でも調

整が行われ省エネがはかられており、このような総合的な改善を進めながら、現地の気象条件に

応じた環境制御技術の向上が今後も必要とみられる。 

   

図 1 ハウス全景            図 2 ハウス（1期工事分） 

  

     図 3 イチゴ高設栽培              図 4 作業状況 

 

   図 5 試験中の選果機             ※図 1～4：（一社）フード特区機構提供 
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6.2.2 宮城県拠点 

a.生産概要 

 地元出資法人（（株）デ・リーフデ北上）が事業実施主体となり、石巻市橋浦地区にハウスと付

帯設備を整備。2屋根型ガラスフェンローハウス（軒高 5.5m、間口 8m、奥行 124～140m：1.3ha、

パプリカ、奥行き 92～108m、1.1ha、トマト）にて、2016年夏からのトマト栽培（ハイワイヤー、

循環式、冬越し、品種：富丸ムーチョ、計画収量 33.6kg/㎡）と、秋からのパプリカ栽培（ハイ

ワイヤー、循環式、夏越し、計画収量 20kg/㎡）を開始した。施設設置場所は、北上川河口付近

にあり地下水の原水塩分濃度が高く、雨水利用（タンク容量：7200㎥）を行っている。 

栽培開始前に、社員と先行雇用されたパート従業員が県内のトマトとパプリカの栽培農場にて

研修を行ったが、農場長以外はほとんどが初心者による体制であった。当初は作業遅れがあった

が、冬季に生育速度や収穫量が落ち着くなかで、パート従業員の作業に対する慣れや社員からの

指示も円滑に行われるようになり、2017年 2月現在では計画以上の収量が得られている。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 CONNEXT（Priva 製）による統合環境制御を行う。熱源はトマト・パプリカ共用の LPG温湯ボイ

ラー（巴商会製、60万 kcal/h×4台）、木質チップボイラー（巴商会製、1200kw×1台、木質チッ

プ：地元森林組合産）、パプリカ用の地中熱源ガスヒートポンプ（ヤンマー製、30馬力×7台）を

設置し、その他に CO2ガス施用装置、人工光型育苗施設（エスペックミック製）を整備している。 

 主熱源はスギ間伐材を中心とした木質チップで、当初は製紙工場からの供給を計画していたが、

供給できなくなり、石巻森林組合（バックアップは（有）サンクリーン工業）に計画を変更した。 
大容量(740 ㎥)の蓄熱タンクもあり、木質チップボイラーを終日運転して、昼間の蓄熱と夜間の

暖房に用いている。また補助熱源となる LPG ボイラーは CO2発生用として昼間に使用され同様に

蓄熱を行う。放熱用のクーリングタワーは無いため、高温期の CO2発生には液化 CO2ガスを利用す

る。特に夜温を高める必要があるパプリカ栽培においても両熱源を用いて温度は確保されている。

また冬季はハウスの密閉状態が続き、CO2濃度も高めやすく、トマト、パプリカとも 800～1000ppm

程度に高めての栽培がおこなわれている。なお、パプリカ栽培ハウスのヒートポンプの本格的な

運転はこれからであり、夏季の夜間冷房にも利用される予定である。 

 エネルギー使用量は、パプリカとトマトを合わせた伝票ベースとなるが、月単位で集計が行わ

れ、把握がされている。木質チップの価格が安価なため、化石燃料削減と栽培に必要十分な温度

の確保、およびエネルギーコスト低減を三方両立できる可能性も見込まれる。 

c.生産管理体制 

 栽培開始当初は、大規模栽培の経験がないこと、作業熟練者がほとんどいなことから、誘引を

中心として作業遅れが生じた。その後、関係先の農場からの作業支援や集中的な労働投入などに

より作業遅れの挽回をはかった。また作業遅れの状況をはじめ、生産量や出荷量についても経営

層と社員、パート従業員の間で認識を共有化する中で、現場の担当者からの作業提案なども上が

り、集中的な作業実施もされたとのことである。 

 組織体制は農場長（外部からの派遣で週 4～5日の勤務）のもと、生産部門でトマトとパプリカ
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担当に社員が各 2名配置され、他に総務部門に社員 2名が配置されている。トマトとパプリカ担

当の社員は栽培担当 1名と選果・出荷担当 1名にわかれ、そのほか共通で出荷管理担当者 1名が

置かれる。ハウス内の作業別のグループ化やグループリーダーの配置は進行中であり、各作業に

専念する体制をめざしている。一方でトマトとパプリカに分かれた組織となっているが、相互に

作業を手伝えるよう連携も進めている。 

 作業管理のためのレジスターシステム（Priva製、ICタグによる作業記録とデータ集計を行う）

が導入され、今後は作業記録と集計分析、各パート従業員の能力評価と面談時などでのデータの

利用を進める予定であるが、現状は紙ベースによる作業記録と、白板や口頭による作業指示が行

われている。研修期間中より作業マニュアルの作成と標準作業時間の検討も行われていたが、本

格的な整備はこれからとなる。 

d.今後の課題 

専門委員による現地調査（計 6 回）の中で、研修や作業マニュアル作成等の事前準備、組織体

制と生産管理・作業管理、および実施設計内容（環境制御設備、熱源管理、雨水貯水槽等）等に

ついて調査を行ったところ、以下の課題がみられた。 

 事前準備においては、実際の作業研修を中心に、また並行して研修先農場の作業者と自分ら、

および新採パート従業員等の作業速度の調査もされた。その結果、研修先の熟練作業者との作業

能力差が明らかとなり、能力向上の必要性が見られた。一方で組織体制の整備と作業指示や OJT

等による能力向上の必要性も見られた。しかし実際は準備が十分とはいえない状態で栽培を開始

しており、当初の作業遅れの要因となっていた。そのため今後の地域展開において、準備不足を

解消するための手順や事前研修、および栽培開始後の円滑な作業指示などの課題が見られた。な

お、作業管理を円滑に進めるには、作業への慣れも必要とみられ、一定の経験と時間も必要であ

った。このことは、新規で大規模施設での栽培を開始する際のポイントと考えられた。 

 環境計測データや生育調査データをもとに作物の生育状況を分析し、栽培方針を検討する取り

組みが、県の試験研究機関や普及機関の協力により、当初より進められた。これは宮城県内のト

マトを中心とした大規模施設でも横断的に行われている取組で、トマトを中心に生育指標も定め

られ、環境管理や栽培管理の基準となっている（以上、事業報告書（別冊２）「大規模施設園芸・

植物工場 導入・改善の手引き」：3.3.3 データの整理統合(1) を参照）。今後の地域展開を進め

る上では、栽培環境を安定化しやすく、環境制御も容易な次世代施設園芸拠点での生育指標も利

用が有効となるとみられる。 

 施設の設計段階において、当初はオランダのメーカー側を中心に行われている環境制御や熱源

管理の具体的な設計内容が伝達されない問題が散見されたが、現状ではそれらの設備の運用に大

きな問題はみられない。今後は大規模で複雑な制御系統や熱源系統を制御し、維持管理していく

上で、ドキュメント類の整備、操作手順、保守管理手順やチェックシート等の整備、管理者の育

成等が求められる。なお、土堤を利用した大規模な雨水槽（7,200 ㎥）について、同様な施工事

例も施設園芸分野では見られないため、耐久性等についての現地調査を実施したところ、すでに

満水の貯水状態で安定しており、安全上の問題も見られなかった。今後、同様な設計がされる場
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合には参考事例として活用することが必要と思われる。 

      図 2 ハウス外周 

 図 3 選果装置（トマト・パプリカ共用） 

図 1 トマト高所作業の指導風景 

 

図 4トマト栽培区画          図 5パプリカ栽培区画 
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図 6 木質チップボイラー            図 7 木質チップ 

  

図 8 ヒートポンプ室内機        図 9 ヒートポンプ室外機（地中熱源） 

  

図 10 貯熱タンク         図 11 LPG タンク（左）とボイラー室（右） 
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6.2.3 埼玉県拠点 

a.生産概要 

 イオンアグリ創造（株）が取組主体となり、県農業技術研究センター久喜試験場敷地（久喜市）

内に 2屋根型低コスト耐候性ハウス（間口 9m×3～4連棟×奥行 64～96m、軒高 4mを計 11棟、合

計 3.3ha）と付帯設備を整備し、低段密植栽培（循環方式、極少量培地方式：Dトレイ栽培、大玉

トマト、栽植密度：6株/㎡、4段摘心栽培、年 3作程度、計画収量：30kg/㎡）を 2017年 2月よ

り開始した。自家育苗用に人工光育苗施設（三菱樹脂アグリドリーム製）を 8台用いる。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 複合環境制御・養液制御を各棟単位で行う（複合環境制御装置：日本オペレーター製）。熱源は

木質ペレット温風暖房機（10万 kcal/h×11台、金子農機製、木質ペレット：県内業者から調達）

と LPG温風暖房機（10～12万 kcal/h×22台、ネポン製）。細霧冷房装置（いけうち製）、換気扇、

CO2生ガス施用装置を整備した。 

c.生産管理体制 

 栽培開始に向けた事前準備として社員による農場研修を、技術支援先である(株)静岡アグリビ

ジネス研究所（静岡県藤枝市）において進め、合わせて年間生産計画や研修先で得た基本の作業

時間などから作業計画の策定を進めてきた。雇用は段階的に募集をしており、当初の予定人数は

充足しており、最終的には 100名規模となる予定である。自社の他農場でも取り組んでいる G-GAP

の取得や、生産管理システム（富士通製、Akisai）の利用も進めている。 

d.今後の課題 

委員による現地調査（計 6回）の中で、環境制御や生産管理体制を中心に調査を行ったところ、

以下の課題がみられた。 

環境制御については、栽培開始前に暖房装置の試験稼働と温度ムラの調査をコンソーシアムに

より進め、また換気回数の測定とハウスの隙間の把握を委員により進めた結果、内張カーテン等

に関する断熱性や省エネ性の向上、および機器類や制御ソフト等の調整による温度均一性の向上

が課題とみられた。また、秋口や春先などに必要な除湿を優先した環境制御について、複数熱源

での制御方法を検討する必要がみられた。また全 11棟での栽培がこれから順に進んでいくが、計

測される環境データや栽培履歴データが膨大となるため、これらのデータ管理を統一的に実施し、

環境制御や生産計画等に反映させることも必要となる。 

生産管理体制について、社員を中心にパートへ作業指示や指導を進めているが、グループ体制

や役割分担の整備はこれからとみられ、人数の増加や栽培の進捗にともなって順次進める必要が

ある。 
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図 1 ハウスと木質ペレット用サイロ       図 2 低段密植栽培用ベンチ 

  

   図 3 木質ペレット温風暖房機       図 4 液化 CO2ガスタンク 

  

図 5 細霧冷房用ノズル            図 6 育苗用土詰めライン 

 

 

6.2.4 静岡県拠点 

a.生産概要 

 静岡県、長野県で高糖度トマトを生産する㈱サンファーマーズの新たな農場（小山町上野）と

して、同組織の 4 社による新たな（株）サンファーム富士小山が事業主体となり、屋根型低コス
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ト耐候性ハウス（軒高 3.0m、間口 9m×4連棟×奥行 55m×20棟、合計 4.0ha）により、低段密植

栽培による高糖度トマト栽培（かけ流し方式、ヤシガラ培地、大玉トマトとミニトマト、各年 2.5

作程度、各計画収量：7.1kg/㎡、3kg/㎡）を 2016年 2月に開始し、育苗を人工光型育苗施設（合

計 6台、三菱樹脂アグリドリーム製）により行っている。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 マキシマイザー（誠和製）による環境制御を行うが、クラウド経由でのデータ管理は行わず、

別系統（ネポン製、アグリネット）でのデータ収集管理も行っている。木質ペレット温湯ボイラ

ー（50万 kcal/h×4台（5棟に 1台）、丸文製作所製、木質ペレット：地元原木、間伐材産）とグ

リーンソーラ（温風暖房の送風用、2台×20棟、ネポン製）、および重油温風ボイラー（5万 kcal/h

×2台×20棟、ネポン製）、CO2生ガス施用装置（多孔質チューブによる群落内施用）を設置する。

高冷地のため、冷房装置や強制換気装置は用いない。なお温度ムラ対策のため、360 度回転する

循環扇を 2台/棟、設置し、送風ダクトの利用はないが、厳寒期での温度分布測定を行ったところ、

ハウス内で最大 2℃以内となっていた。CO2施用は大気並みの濃度を目標に行っている。 

c.生産管理体制 

 社員 8名とパート 29名により運営をしている。従来のサンファーマーズの農場管理体制を用い

ており、圃場管理や収穫は 4社ごとに行うが、育苗や定植等の作業は合同で行い効率的な運営を

行っている。低段密植栽培による周年栽培で、各社がハウス 5棟を受け持って年間 12作程度の生

産を行う。各社ともマネージャー1 名は生産経験豊富であり、もう 1 名の新規雇用者やパートへ

の指導も行い、なおかつ毎週１回の合同の勉強会にて、持ち回りで 1社の栽培状況を他の 3社と

ともに確認し、お互いの栽培方法について意見交換を行い技術レベルの向上に役立てている（以

上、事業報告書（別冊２）「大規模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」：3.1.5.4 次世代

施設園芸静岡県拠点を参照）。 

d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 3回）を環境制御や生産管理体制を中心に行ったところ、以下の課題

がみられた。 

各ハウスは小規模であり、暖房時の温度ムラも小さく、また換気回数測定により断熱性も高い

とみられた。一方でセンサー類の設置位置や通風、校正などには留意する必要がみられた。また、

CO2施用については、LPG に比べ価格が高い液化 CO2ガスを利用しているものの、ハウスが密閉時

には大気並み濃度以上の施用も可能であり、収量向上の可能性を含め、検討の余地がみられた。

なお、燃焼式の CO2 施用を行っている他の(株)サンファーマーズの農場に比べ、生育や収量は良

好とのことである。 

マキシマイザーによる木質ペレットボイラーと重油温風加温機のハイブリッド制御については、

同様な接続事例がなく、メーカーの協力も得ながら調整が行われており、今後は各暖房熱源の稼

働状況の確認しつつ、さらに制御方法の調整が必要とみられた。なお事業主体では、木質バイオ

マスエネルギーの比率を半分程度としたい意向があり、現状では重油に比べやや高価な木質ペレ

ットの利用も積極的に行われている。 



79 
 

その他、ハウスと育苗棟や出荷場所、事務室をつなぐ作業通路のレイアウトなど、作業性や輸

送性、衛生管理等を考慮した配置となっており、小規模ハウスを多棟管理する場合のモデルとし

て参考にすべきと思われる。 

  

図 1 人工光型育苗            図 2 育苗用土詰めライン 

  

図 3 液化 CO2ガスタンク         図 4 360°回転式循環扇 

  

図 5 群落内 CO2施用チューブ      図 6 高糖度トマトの低段密植栽培 
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図 7 育苗ハウスと各ハウスを結ぶ屋根付き通路     図 8 ハウス外周 

 

 

6.2.5 愛知県拠点 

a.生産概要 

 豊橋市の豊川浄化センター隣接地にて、ミニトマトを 3区画にわかれた 2屋根型フェンローハ

ウス（軒高 5.0m、間口 9m×24連棟×奥行 133mと間口 9m×12連棟×奥行 64m、合計 3.6ha）で栽

培（ハイワイヤー栽培、循環式ロックウール栽培、3.2株/㎡、品種：CF千果、オレンジ千果、計

画収量：21kg/㎡、ピーク時 5t/日程度）を行う。運営はイノチオみらい（株）、販売は（株）イ

ノチオつなぐが担い、すでに 50kg/㎡以上の技術実証を行った IGH プロジェクト（豊橋市）との

技術調整等を（株）サイエンスクリエイトが担う。2016 年 8 月より 1 区画にて栽培を開始した。

また、１区画でヒートポンプによる夜冷も取り入れながら夏越し栽培を行うことなど、施設全体

での周年生産を実現する予定である。また育苗施設として人工光型育苗施設（三菱樹脂アグリド

リーム製、2 台）および 2 次育苗ハウス（床面プール育苗施設）により、全区画分の育苗を行う

予定である。生産は順調に進んでおり、ミニトマトの品質も良好で、販売先からの引き合いも大

きい。 

事業主体はハウスや施設園芸資機材を販売するグループに属しており、一般への普及を前提と

した設備設計や機器選定を行っている。一例としてコスト増となる温湯暖房より温風暖房を採用

し、高所作業台車も簡易な設計のものを採用している。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 隣接の豊川浄化センターの放流熱水（冬期 18～19℃）を熱源として生産施設まで導入し、熱交

換送風方式（ジオマックス、池田テクニカル製：地中配管されたダクト（PE100）への送風と熱交

換を行い、ガター下ダクトへ温風送風）、および重油温風加温機（15 万 kcal×12 台、10 万 kcal

×3 台）、電気式空気熱源ヒートポンプ（10 馬力×16 台、一区画のみ）による加温を行う。また

ガター下ダクト送風では、ダンパー切り替えにより外気導入も可能とする。循環扇は上下方向の

温度ムラ対策として、縦気流のものを用いる。環境制御装置はエアロビート（イノチオアグリ製）、
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養液管理装置はアクアビート（イノチオアグリ製）を用い、加湿用の細霧発生装置、CO2施用の生

ガス供給設備を整備している。養液は循環方式であるが、発生する廃液は浄化センターにて処理

を行っており、環境負荷の低減に寄与している。 

c.生産管理体制 

 農場長+社員 3名による管理体制で、社員はハウス全 3区画での栽培の開始時には、各区画の管

理責任者となる予定である。各区画ではパートや研修生を作業別（高所作業、低所作業）に分担

体制を敷き、その他に選果作業のグループも敷く予定である。求人情報誌を中心に雇用を進め、

最終的には 100名体制とする予定である。またすでに知的障害者と聴覚障害者も雇用している。 

生産管理や作業管理はデータにもとづき精緻に行っており、目標作業時間や個人別の作業記録

をもとに週単位、日単位での作業管理を進めている（事業報告書（別冊２）「大規模施設園芸・植

物工場 導入・改善の手引き」：3.1.5.6 次世代施設園芸愛知県拠点を参照）。グループ全体での

勤務評定や勤務考課の仕組に中で、今後は作業能力に応じた評価も取り入れていく考えもある。

なお、現在は G-GAPの認証取得を優先して進めている。 

d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 3回）を、環境制御や生産管理・作業管理についての聞き取りを中心

に行ったところ、以下の課題がみられた。 

環境制御では、放流熱水からの供給熱量の把握を進めながら、効率的な運転方法を検討する必

要がみられた。生産管理・作業管理面では、今春以降の本格的な稼働に向け、雇用の拡充や組織

体制の整備とともに、新規採用者に対しては作業マニュアル等にもとづく作業指示体制の整備も

必要と見られた。 

なお、収量予測について精度の向上が求められており、各種データにもとづく予測方法の確立

が課題とみられる。また、換気率向上と高温抑制を優先し天窓に防虫ネットを展張していないこ

とから、病虫害に対する総合的な防除も課題とみられる。 

 

  

図 1 ハウス全景          図 2 事務室、研修室のある建屋 
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     図 3 高所作業            図 4 ミニトマトハイワイヤー栽培 

 
図 5 技術実証と熱交換ダクトの展示        図 6温風暖房機とダクト配管 

 

   

図 7 冷却用ファン付きの作業ジャンパー    図 8 パレットサイズの残さ用コンテナ 

 

 

6.2.6 富山県拠点 

a.生産概要 

 廃棄物処理業の（株）富山環境整備が事業主体となり、自社隣接地（富山婦中町吉谷地区）に
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て屋根型単棟ハウス（間口 24m、900㎡～2448㎡、合計 28棟）により高糖度トマトの長段密植栽

培（メビオール方式、品種：フルティカ、18 棟、6～8 株/㎡、計画収量：17.67kg/㎡）と切花栽

培（トルコキキョウとラナンキュラス、土耕栽培、一部水耕栽培、10 棟、計画収量：119 本/㎡）

を実施中である。各棟の定植時期をずらして周年生産を行い、人工光型育苗施設（三菱樹脂アグ

リドリーム製、トマト用 4台、切り花用 2台）での 1次育苗、および育苗ハウスでのベンチ育苗

を行う。トマトは 2014年 10月に第 1回定植を行い、現在 3巡目の生産中である。切り花は 2015

年 6月にトルコキキョウの第 1回定植を行い、現在 2巡目の生産中である。トマトは糖度センサ

ー付き選果装置により、個体別の糖度と重量選果を実施している。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 各棟に環境制御装置（MC6000、ネポン製）が設置され、クラウド（アグリネット）での遠隔管

理を行う。既設の廃棄物燃焼設備と発電設備により電力を利用可能で、各棟にヒートポンプ（イ

ーズ製）、および除湿機（同）が設置され暖冷房と除湿を行う。一部ハウスで、廃棄物燃焼余熱を

オフラインコンテナ輸送し、補助熱源として用いる。CO2施用は LPG燃焼による。夏期の夜冷では

室温 15℃程度に制御され、日中の冷房にもヒートポンプを用いている。 

 切り花では補光（調光機能付き 3波長 LEDと、FR光 LED）とヒートポンプの夜冷を生かした開

花調節や、地温低下による越冬球根栽培での早期定植を行っている。豊富な電力によりヒートポ

ンプや LED を十分利用して、人工光育苗による大苗定植や CO2施用等の環境制御技術を組み合わ

せ、夏秋栽培での開花調節による品質向上、越冬栽培での補光や環境制御によるブラスチング回

避や早期収獲と、ここでしかできない栽培を実現している。また水耕栽培では省力化と連作をは

かり、あわせて病害発生の回避について実証を進めている。なお、トマトでも試験的に LED 補光

が取り入れられ、冬季の日射量低下対策として実証を進めている。 

c.生産管理体制 

 トマトと切花部門に分かれ、トマトでは社員 15 名で運営、ハウスの 5 作業グループと選果 1

グループ体制を構築し、ハウス作業グループは 2名の社員とパート（合計 53名）で運営している。

トマトの生産が 1 巡し作業工数の見積り精度が高まり、１カ月単位の生産計画や人員計画も策定

されるようになった。またグループ単位の作業指示は、各担当社員が指示書を作成し行っている。

指示書の内容は現状では統一しておらず、各社員の勉強も兼ね、都度作成している状況である。

１巡目では収穫作業が優先され、誘引等の管理作業に遅れが見られ、収量減につながったが、2

巡目からは作業への慣れや計画精度の向上により改善がはかられている。 

基本的な作業管理は、前述の作業指示書により行われ、作業記録は個人単位、ハウス単位で行

って、都度集計もされて翌週の作業計画の策定に利用されている（以上、事業報告書（別冊２）

「大規模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」：3.1.5.5 次世代施設園芸富山県拠点を参照）。

また、平成 29年 1 月 26日に開催された次世代施設園芸フォーラム in高知において、生産管理・

作業管理に関する改善状況等について、事業主体より事例報告がなされた。なお、本年度に J-GAP、

G-GAP の認証取得を相次いで完了している。事業主体は安全管理や品質管理体制を整備した事業

者であり、組織体制や役割分担、各種帳票類や掲示物の整備といった GAP 認証に必要な取り組み



84 
 

を集中的に進めている（6.1.2 GAP に関する取り組み状況と生産管理体制や経営基盤強化への考

察 を参照）。 

d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 5回）を行い、生産管理・作業管理体制の聞き取り調査を行ったとこ

ろ、以下の課題がみられた。 

トマトでは誘引等の作業負荷の軽減に向け、栽植密度を低めた栽培を一部で行い、作業性や収

量を検証中である。また誘引方法や誘引器具についても同様に検討中である。当初の収量目標が

高いレベルであり、収量を犠牲にすることは難しいと思われるが、作業ピークとなる夏季の作業

負荷等とのトレードオフも考慮し、調整を進めることが望まれる。また、収量予測の精度向上が

求められる中、前年度実績や生育調査にもとづく予測が行われているが、週間単位では予測精度

が低下するため、新たな方法を模索中である。そのため、農研機構の協力を得ながら、環境デー

タと生育モデルにもとづく収量予測方法（6.1.1 生産性向上への課題を参照）を取り入れるよう

準備を進めている。その他、生産管理体制の改善を進める中、次の生産性向上のための方策も模

索中である。 

切り花では、自家発電によりヒートポンプ冷暖房や LED 補光に対し電力を比較的自由に投入で

きることから、栽培の難しい時期での品質向上や、他にない作型も実現されており、栽培体系の

検討はおおむね完了している。一方で、新たな試みとして取り組まれているトルコギキョウの水

耕栽培では、品質向上と大苗育苗と組み合わせた回転率の向上がはかられている。一方で、水耕

栽培特有の病原菌の伝播に対する総合的防除として、発芽や育苗段階での消毒と無病化、ハウス

入退室時の消毒、栽培装置や栽培パネルの熱殺菌、ハウス内清掃の徹底等の課題がみられる。 

 

 

図 1 高糖度トマト長段密植栽培 
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図 2 トマト選果室の入室手順書        図 3トマトハウス内の台車置場 

  

図 4 LED 補光中の切り花土耕栽培ハウス   図 5 トマトハウスでの LED補光試験 

 

  

  図 6 トルコキキョウ養液栽培          図 7 切り花選花室 
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6.2.7 兵庫県拠点 

a.生産概要 

 公益社団法人兵庫みどり公社が国費に加え、県費を活用し施設整備を行った。同公社は、運営

主体（（株）兵庫ネクストファーム：JA兵庫みらい、サラダボウル（山梨県）、東馬場農園（兵庫

県）、ハルディン（千葉県）の出資））との間で施設賃貸借契約を締結し、運営主体が一括して同

施設の運営に取り組んでいる。温室は、2屋根型フェンローハウス（軒高 6.0m、間口 8m×18連棟

×奥行 124m×2 棟、合計 3.6ha）であり、各棟で大玉トマトとミニトマト（ハイワイヤー栽培、

循環式ロックウール栽培、2.5本/㎡、品種：各棟ハウス桃太郎とスプラッシュ、計画収量：大玉

で 35kg/㎡、ミニトマトで 20kg/㎡）を 2015年８月末～９月初旬定植し、現在 2巡目の栽培中で

ある。1巡目の収量は、ほぼ計画通りとなっており、2巡目では計画収量を 1巡目より高めている。 

b.環境制御と熱源 

 iSii（ホーヘンドールン製）による環境制御を行い、LPG 温湯ボイラー（タケザワ製、2326kw

×2台、CO2発生装置兼用）と木質チップ温湯ボイラー（シュミット・巴商会製、700kw×1、木質

チップ：北はりま森林組合産）による暖房を行う。 

c.生産管理体制 

 栽培は大玉トマトとミニトマトの 2チーム体制で、全体を取締役 1名が管理する。各チームに

クロップマネージャーと呼ぶ社員１名と、補佐の労務担当社員 1名と栽培担当社員 1名、および

社員アシスタント（パートリーダー）を置き、また選果作業を含めたパート従業員は約 100 名を

雇用している。その他に選果出荷部門、管理部門と営業担当を合わせ、社員を計 6名置く。 

クロップマネージャー2 名は、１年以上の栽培研修を所属する自社農場や研修先農場、オラン

ダ等で事前に経験しており、生産開始の半年ほど前から作業内容の一覧化や個々の作業時間の見

積もりを行い、具体的な作業計画の作成を進めた。生産開始時には出資者（サラダボウル）から

の応援のもと、計画的な作業管理や作業指示を行い、週休 2日体制（水曜と日曜）としている。 

作業記録は個人ごとに終業時に OCR シートの記入と機械読み取りにより即時集計を実施してお

り、生育調査結果や各種データ（環境データ、養液データ、果実サンプル調査データ、収量等）

とともに、週間ミーティングにおける次週の管理方針や作業計画の策定に利用している（以上、

事業報告書（別冊２）「大規模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」：3.1.5.7 次世代施設

園芸兵庫県拠点を参照）。 

なお、外部コンサルタントの指導により、資機材の置場や作業等の動線の整理、表示を進め、

大規模施設での作業効率向上に努めている。また、従業員の能力評価の仕組みを整え、モチベー

ションの向上につながるよう検討を進めている。 

d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 3回）を行い、生産管理やエネルギー管理を中心に聞き取り調査を行

ったところ、以下の課題がみられた。 

生産管理面では、100 名規模のパート雇用があるなかで、作業負荷の季節変動と雇用の維持を

考慮しつつ、様々な業務を行える能力の強化や処遇面での配慮など、より安定し強固な組織作り
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を目指している。こうした取り組みは次世代施設園芸拠点でも先進的なものであり、地域展開と

ともに全国的なモデルとも期待がされる。 

エネルギー管理面では、2 巡目に入り複数熱源の管理について各熱源の運転状況の把握と機器

の調整による効率向上等の取り組みを進め、また大規模施設特有の温度ムラについては詳細な調

査を実施中である。こうした取り組みについても次世代施設園芸拠点では先行しており、その手

法などのモデル化が期待される。 

 

  

図 1 ハウス外周         図 2 施設内入り口の履き替えエリア 

  

 図 3 ハウス入口での消毒手順書          図 4 手洗い場所 
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   図５ コンテナ台車の保管      図 6 ラインテープによる通路やエリア表示 

  

図 7 ミニトマトハウス（清掃作業）        図 8大玉トマトハウス 

 

 

6.2.8 高知県拠点 

a.生産概要 

 (有)四万十みはら菜園と関連会社の(株)ベストグロウ、異業種からの新規参入の四万十とまと

(株)の 3 社が事業主体となり、四万十町の高知県立農業担い手育成センター隣接地にて、2 屋根

型フェンローハウス（軒高 6.0m、間口 8m、22連棟×奥行 88m×1棟、22連棟×奥行 80m×1棟、

24連棟×奥行 72m×1棟、合計 4.3ha）により、各棟で大玉・中玉・ミニトマトの栽培（ハイワイ

ヤー、循環式、、2.5本/㎡、計画収量：各 38.4kg/㎡）を 2016年 7月より栽培を開始した。別事

業で整備した 2 次育苗用育苗施設（四万十あおぞらファーム(株)）より、全施設の定植本数をま

かなう苗（接ぎ木 2 本仕立ての大苗）が供給された。各社とも定植後から秋季までつづいた高温

や低日照により栽培管理や調整には苦心していたが、四万十みはら菜園、ベストグロウでは天候

回復にともなって計画に沿った生産となっている。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 CONNEXT（Priva 製）による環境制御と、おが粉温湯ボイラー（暁産業製、130万 kcal/h×1台

×3 棟、おが粉：地元森林組合産）と LPG 温湯ボイラー（巴商会製、80 万 kcal/h×1 台×3 棟）

による暖房を行い、CO2生ガス施用装置と細霧発生装置を用いる。おが粉ボイラーは夜間暖房を中

心に用い、LPGボイラーは昼間の CO2施用を中心に利用している。液化 CO2は単価が高く、気温上

昇期での利用が中心となる。LPG、液化 CO2の総使用量は、流量計により把握がなされている。 

c.生産管理体制 

 事前準備段階より合計 9名の社員を雇用し、四万十みはら菜園の本社（三原村）で研修を 2016

年 2月まで約 1年間行い、またその後は、隣接の高知県立農業担い手育成センターの施設を利用

した研修も行っている。四万十町を中心としたパートの募集を行い、従業員の確保を進めてきた。 
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栽培開始当初は初心者も多く作業能力も不足していたため、四万十みはら菜園は本社等からの

応援を受け作業を進めた。また四万十とまとでは、パート追加雇用や残業により作業を進めるな

ど対処をしてきた。経営内容や事前研修、組織立ち上げ等の過程については、2017 年 1 月 26 日

に開催された次世代施設園芸フォーラム in高知において基調報告がなされた。 

四万十みはら菜園とベストグロウでは、2 社を合わせハウス 2.9ha に対し、フルタイムの従業

員が 29名、パート等が 27名の体制で、生産の組織は栽培技術課（環境制御・IPM）、生産管理課

（誘引班・葉カキ班）、出荷管理課（収穫班・選果班）から構成され、その他に総務課がある。収

量や作業実績は週単位で会議にて報告され、週１回の生育調査、月 2 回の養液分析、日々の環境

データ等とともに、栽培管理の検討に用いられている。経営者が各担当社員を週 1～2回の指導を

行い、担当社員から各従業員に指示を行う体制で、指示系統を統一している。販売先のカゴメと

は、品種の提供を受け規格品を全量出荷し、栽培技術に関して他のカゴメ系菜園とのミーティン

グを行い、年 6 回の海外コンサルタントの訪問も受けている。規格外品については自社販売を行

い、ベストグロウによる加工品（ジュース、マヨネーズ等）の販売も行う。 

四万十とまとはハウス 1.5haにおいて、社員 5名を含め従業員 30名程度の体制を持ち、生産部

門は作業別（高所作業、低所作業）にグループを分け、その他に環境制御や IPM の担当者を置い

ている。 

d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 3回）を行い、生産管理、エネルギー管理を中心に聞き取り調査をし

たところ、以下の課題がみられた。 

生産管理面では、収穫ピークに向けた作業能力の向上があげられており、一方で残業による対

応で労務費の上昇もみられる。作業記録は当初より手作業により行われていたが、作業管理のた

めのレジスターシステム（Priva製、宮城県拠点にも導入）が導入され、本格的な利用に向けた

調整も行われている。今後は作業進捗の把握や個人別の能力把握等への利用をはかり、一方で作

業内容の文書化など、標準化の取り組みも追って必要とみられる。 

エネルギー管理については、おが粉ボイラーと LPGボイラーの稼働実態やエネルギー使用量の

把握などを順次進める必要がみられる。 

      図 1 ハウス外周            図 2 事務所入り口 
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図 3 トマト高所作業        図 4 液化 CO2タンク（左）と LPGタンク（右） 

  

図 5 ボイラー室と徐熱装置            図 6 おが粉ボイラー 

  

図 7 作業管理用 ICタグ             図 8 選果装置 

  



91 
 

6.2.9 大分県拠点 

a.生産概要 

 プラント設備会社（（株）タカフジ）が設立した農業生産法人（(株)タカヒコアグロビジネス）

が事業主体となり、九重町野上地区にて、3 屋根型ガラスフェンローハウス（軒高 5,5m、（間口

9.6m×23連棟+3.2m）×奥行 104m：本圃 4区画、合計 2.24ha、間口 9.6m×10連棟×奥行 32m：2

次育苗棟、0.32ha）により、パプリカ栽培（ハイワイヤー、2.5株/㎡、循環式、固形培地・ポッ

ト耕、計画収量：16.4kg/㎡）を行う。人工光型育苗施設（エスペックミック製、1台）で 1次育

苗後、ポットに移植し 2 次育苗施設でプールベンチにより大苗に育成し本圃回転を高めるととも

に、本圃 4区に順に定植することで周年出荷を計画する。2016年 3月より本圃２区にて、同年 8

月より残り 2区にて栽培を開始した。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 CONNEXT（Priva 製）による環境制御と、温泉熱の熱交換装置（タカフジ製）と重油温湯ボイラ

ー（80 万 kcal/h×4 台）による暖房を行い、CO2生ガス施用装置と細霧発生装置を用いる。温泉

熱は敷地内で掘削された井戸より 96～97℃程度の温泉水が供給され、熱交換後に貯熱槽（300t）

に送られ、さらにハウスへの温湯暖房に利用される。外気温が-7℃の際にハウス内を温泉熱のみ

で 20℃に暖房した実績もあり、高温性のパプリカの栽培において現状ではほとんどの熱供給は温

泉熱により行われ、化石燃料とエネルギーコストの削減に大きく寄与している。CO2施用は 450～

500ppm 程度を目標に液化 CO2ガスにより行われる。当初は湿度低下によるウドンコ病の発生が見

られたが、環境制御の調整により拡大を防いでいる。 

c.生産管理体制 

農場長と社員で 7 名、パート従業員 25 名の体制で、4 作業グループによる運営を行っている。

各グループはハウスの区画単位で組織され、社員の指示により作業を行っているが、グループの

リーダーを設置するには至っていない。組織体制を固めるとともに、作業記録や作業集計の仕組

みを作り、また誘引等の作業品質の確認も社員が巡回し行っている。芽かきや誘引作業について

社員がパートに直接指導を行い、全体の作業速度も均一化しつつある。 

生産管理体制の整備として、用紙 1 枚に生産や販売、作業にかかわる諸情報をまとめ、毎日の

打ち合わせや週間の会議にて情報を共有化している。また振興局（普及センター）等の支援によ

り週次での生育調査やデータ集計と生育指標との比較検討も進められ、社員による調査やデータ

の検討も開始されている。 

d.今後の課題 

委員による現地調査（計 6回）を行い、栽培管理、生産管理・作業管理等を中心に調査を行っ

たところ、以下の課題がみられた。 

栽培管理について、葉面積の増加と蒸散量の増大、湿度の維持と病害予防などを総合的に検討

する必要がみられた。また今後の改植時には栽植本数の調整による増収策も課題になるとみられ
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る。生育調査にもとづく培養液や環境管理等の調整は着手したところであり、今後はデータの蓄

積や管理指標の検討と実証が必要である。 

生産管理体制の整備は、作業指導のためのリーダーの設置が始まるなど、おおわくで進んでい

るが、全体の作業能力を高めるにはマニュアルの整備や、作業管理システムの導入など、いくつ

かの課題がみられる。地域エネルギー資源に恵まれ、夏季も比較的冷涼な環境であることから、

これらの課題を解決しつつ、生産能力を向上することが期待される。 

  

図 1 ハウス外周        図 2 温泉熱交換・貯熱槽と温泉熱源（奥） 

  

      図 3 ハウス出入口           図 4 パプリカ定植後 
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図 5 高所作業車の移動             図 6 パプリカ栽培 

  

図 7 選果作業エリア            図 8 収穫コンテナ移動 

  

       図 9 掲示物               図 10 個別包装ライン 
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6.2.10 宮崎県拠点 

a.生産概要 

 JA 宮崎中央が事業主体、子会社の（有）ジェイエイファームみやざき中央が運営主体である。

30～50aの丸屋根型低コスト耐候性ハウス（軒高 2.5m、間口 5.4m、奥行 90m、11連棟（約 54a）

×２棟、10連棟（約 49a）×5棟、6連棟（約 30a）×２棟）の計 9棟（合計 4.1ha））を国富町向

高地区に整備し、2015 年 1 月より 50a×2 棟でのキュウリ試行栽培を開始した。また接ぎ木養生

施設を備えた育苗施設を整備し、自家育苗を行う。運営主体による栽培（ピーマン 50a×4棟+30a

×1 棟、キュウリ 50a×1 棟+30a×1 棟）が行われており、計画収量はキュウリが 25kg/㎡、ピー

マンが 15kg/㎡である。キュウリでは年 2作で、ピーマンでは年 1作型で栽培中である。 

b.環境制御とエネルギー管理 

 SaaS（富士通製、UECS）による環境制御を行い、木質ペレット温風暖房機（ネポン製および九

州オリンピア製、10 万 kcal/h×41 台：各棟に 10a 当たり 1 台、木質ペレット：地元産）による

暖房を行い、灯油式 CO2 発生装置（ネポン製）や細霧冷房装置（サンクールシステム製）を用い

る。SaaSによる湿度制御やCO2濃度制御を2015年秋より取り組みを開始した。群落量や潅水状況、

換気状況によりハウス内が乾燥することがあり、一定の湿度を維持するよう SaaSによりミスト噴

霧の時間や湿度制御帯を調整している。また厳冬期になり、日中の密閉時間が増すため、CO2制御

を積極的に開始している。また温度ムラによる生育ムラや病害発生も見られたため、細密な温度

分布の測定と送風ダクト調整によるムラの軽減も進めている。SaaSでクラウド管理された計測制

御データは、農業試験場等のコンソーシアムメンバーと共有され、データの検討と制御方法の改

善が行われており、生育にプラスとなる環境状態を作ることで、今後の増収が期待される。また

暖房機の動作状況やペレット消費量の記録も行い、エネルギー利用効率の把握等を進めている。 

c.生産管理体制 

 ジェイエイファームみやざき中央による経営では社員 6 名（所長 1 名、班長:キュウリ担当 1

名、ピーマン担当 3名、総括担当 1名）とパート等従業員約 33名、および顧問 1名の体制で進め

ている。各班長のもとにはパートがグループでおかれ、全体で 4 グループ体制となる。また班長

とパートの間には、年間雇用者（パートリーダー）と呼ばれる比較的年長のパート従業員がおか

れ、班長の指示を各パートに伝え、作業内容のチェックも行う役割をもっている。前年実績をも

とに全体作業計画が策定されるが、週間の作業計画は班長が班ごとに指示を行う。作業手順等の

マニュアル整備を進め、パート従業員向けと社員向けにわけた形で作成中である。なお、クラウ

ド型データベース（Kintone）を利用し、作業日報や収量、病害虫情報などを集計、共有化する試

みも始まっている。 

当初は作業人員の不足や初心者が多いことで作業遅れも発生していたが、作業に慣れ、作業指

示も適確に出せるようになり、また作業や病害等に関する講習会を実施してパートの技能の向上

もはかり、全体の運営もスムースに進むようになってきている（以上、事業報告書（別冊２）「大

規模施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」：3.1.5.10 次世代施設園芸宮崎県拠点を参照）。

また、施設の安定稼働のため、機器設備のチェックリストの整備と運用も進めている。 
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d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 9回）を行い、生産管理体制と栽培管理、環境制御を中心に調査を行

ったところ、以下の課題がみられた。 

生産管理体制では見直しが進み、その間に全体の作業能力も上がり、生産管理体制は安定して

きている。一方で、キュウリでは収量を向上するための群落や葉面積確保、適切な草姿の管理な

どの課題がある。また光量や湿度の確保、積極的な CO2 施用も課題としてあげられており、藻の

付着によるフィルム光線透過率の低下や乾燥防止、密閉時の CO2 濃度上昇など個別の改善が必要

とみられる。生育調査や環境データにもとづく収量予測や増収へのアプローチの取り組みもの農

研機構の支援により始まっており、問題点の把握をデータ上で行い、次への改善につなげること

が期待されている（6.1.1 生産性向上への課題を参照）。環境制御では、SaaSの操作性や機能に

ついて改善もされているが、収量向上のための積極的な湿度や CO2 濃度の制御を進めることを前

述の収量予測ともからめて行うことが課題とみられる。 

  

図 1 キュウリハウス           図 2 ピーマンハウス

  

図 3 細霧発生装置による加湿          図 4 木質ペレット温風暖房機 
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７．高度環境制御技術研修の実施 

 
７．１ 高度環境制御に係る研修の実施  
7.1.1 研修施設における研修の実施（植物工場拠点研修）  

栽培技術者や指導者の育成を目的として、選定審査委員会(平成 28 年 4 月開催)で選定された

研修実施地区に対して、高度環境制御技術に関する座学及び実習の実施を業務委託した。 
実施地区は農研機構（植物工場つくば実証拠点、植物工場九州実証拠点）、NPO 植物工場研

究会（千葉大学環境健康フィールド科学センター）、三重県（農業研究所）、大阪府立大学（植物

工場研究センター）、愛媛大学（植物工場研究センター）の各植物工場実証拠点で、各拠点の特

徴を生かしたカリキュラム（座学と実習、栽培・環境制御・経営等の各専門分野）を作成し研修

を開始している。研修内容は次表のとおりであり、分野を整理し、受講生が選択しやすいようホ

ームページに掲載している。 
 年度当初に年間の一覧表を示し、各々の研修内容の詳細が決定次第、研修拠点へのリンクを貼

る、メールで通知するなど行っている。 

 なお、今年度から研修レベル（初級～上級）、受講料、その他留意事項を一覧表に加えた。 

 
a．研修実施概要 

 各植物工場拠点における平成 28 年度の研修の概要を次に示す。 

 

初 中 上

○
5/24～
26

NPO植物工場

研究会
植物工場の基礎知識習得 ○ ○ ○ 見学 42,000

○ ○ 6/1～3
NPO植物工場

研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅰ(第

1回）
○

実習

見学
100,000

○ ○
6/15～
17

NPO植物工場

研究会
培養液管理Ⅰ ○ 実習 50,000

○ 7/2～3 愛媛大学

Aコース[基礎編]：栽培技術者

および栽培指導者のための植
物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

　平成２８年度　植物工場拠点研修　一覧

経
営

実
習
見
学

備考

レベル（初
～上級）

受講料

その他
（留意事
項等）

月日  研修拠点  内　　容 

栽
培
技
術

環
境
制
御
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○ ○ 7/5～7
NPO植物工場
研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅰ(第
2回）

○
実習
見学

↑

○  7/6 愛媛大学

Bコース：植物工場における生

体情報計測技術①：光合成機
能計測

○ 実習 21,000

○  7/13 愛媛大学 

Bコース：植物工場における生

体情報計測技術②：群落光合

成モデルと収量予測

○ 実習 21,000

○  7/14
大阪府立大
学

兵庫県出前講座

「施設園芸、これだけは知っ
ておきたい基礎知識」

○ ○ ○ 0

施設園芸に
関心のある

農業経営者
や普及指導

員

姫路

○  7/15 愛媛大学 
Bコース：植物工場における生
体情報計測技術③：同化産物

の転流の計測

○ 実習 21,000

○  7/20 愛媛大学

Bコース：植物工場における生
体情報計測技術④：植物診断

ロボットによる高精度生体情
報計測

○ 実習 21,000

○ ○  7/20
NPO植物工場

研究会 

 環境改善によるランニングコ

ストの軽減法
○ 26,000

○  7/27 愛媛大学 

Bコース：植物工場における生

体情報計測技術⑤：トマトの
成分の計測

○ 実習 21,000

○  8/1 愛媛大学 
 Aコース[基礎編]：栽培技術
者および栽培指導者のための

植物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

高知

○ ○ 8/2～4
NPO植物工場

研究会

太陽光型植物工場の理想環境

をさぐる
○ 実習 50,000

○  8/2,9
大阪府立大
学

次世代施設園芸基礎講座
「施設園芸、これだけは知っ

ておきたい基礎知識」

○ ○ 0

施設園芸に

関心のある

農業経営者
や普及指導

員

○  8/9
NPO植物工場

研究会

光合成産物の動態と野菜の生

産性解析
○ 14,000

○
8/24～
26

NPO植物工場

研究会

夏の学校＜太陽光型初級研修

＞
○ ○ ○ 見学 42,000

○ ○
9月～1
月

NPO植物工場
研究会

あなたの栽培現場における最
適培養液管理を共に作り上げ

ます

○ 実習 250,000

スクーリ
ング３回
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○ ○
9/13～
15

NPO植物工場
研究会

太陽光型栽培実践者研修(第1
回）

○ ○ 実習 150,000

9/26～
27

NPO植物工場
研究会

太陽光型植物工場　基礎知識
研修（北海道）

○ ○

○
 9/29、
10/6

大阪府立大

学

ケーススタディ

「次世代施設園芸 先進事例に
学ぶ」

○ ○ ○ 0

施設園芸に

関心のある
農業経営者

や普及指導
員

大阪なん
ば

○ ○ 10/4～6
NPO植物工場
研究会

植物工場経営のノウハウ ○ 50,000

○ ○ ○ 10/13
農研機構
（久留米）

平成28年度第1回農研機構植物

工場研修会（太陽光利用型植
物工場における環境制御技術

とイチゴの多収生産）

○ ○ 0

○
10/18～
19

農研機構

（久留米）

平成28年度第2回農研機構植物

工場研修会（人工光型植物工
場におけるレタス栽培）

○ 実習 0

○
10/18～
20

農研機構(つ

くば) 

平成28年度第1回農研機構植物

工場研修会（UECSを活用した

環境制御の実際）

○
実習

見学
0

○ ○
10/19～
20

農研機構

（久留米）

 平成28年度第3回農研機構植
物工場研修会（人工光型植物

工場におけるスプラウト栽
培）

○ 実習 0

○ ○
10/18～
20

NPO植物工場
研究会

太陽光型栽培実践者研修(第2
回）

○ ○ 実習 ↑

○ 10/20
大阪府立大
学

フィールドワーク①

「現地視察で学ぶ」三重県
（モクモクファーム）

○ ○ ○ 見学 3,000

農業経営の
多角化・総

合化やペ
レット暖房

等を学びた
い人

三重県伊

賀市
バス移動

○ 11/9
三重県農業
研究所

環境制御の実際①環境制御の
基本技術

○
実習

見学
0

○ ○
11/15～
17

NPO植物工場

研究会

 太陽光型栽培実践者研修(第3

回）
○ ○ 実習 ↑
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○
11/17～
18

愛媛大学
Aコース[発展編]：栽培技術者
および栽培指導者のための植

物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

○ ○
11/29～
30

 NPO植物工
場研究会

 植物工場の日常管理 ○ ○ 33,000

○ 12/2
農研機構(つ
くば) 

平成28年度第2回農研機構植物

工場研修会（生産現場への技
術普及をめざした植物工場の

展開，次世代拠点との連携と
展開）

○ ○ ○ 見学 0

○ ○
 12/7～
9

NPO植物工場
研究会

培養液管理Ⅱ ○ 実習 50,000

○  12/13
大阪府立大
学

実習
　「養液栽培の実務」

○ 実習 1,000

水耕栽培施

設園芸のレ
ベルアップ

をはかりた
い人

○
 12/14
～16

愛媛大学
Cコース：太陽光利用型植物工
場における作物生産技術の視

察

○ 見学 0

○ 12/20
三重県農業
研究所

環境制御の実際②環境測定・
制御機器利用とCO2施用

○ 実習 0

○
12/21～
2/8 愛媛大学

Dコース：植物工場の経営者育

成（トマト栽培のWeb実況中
継）

○ 実習 0

○ 1/11
三重県農業

研究所
養液栽培における病害虫防除 ○

実習
見学

0

○ 1/12 愛媛大学 
 Aコース[基礎編]：栽培技術
者および栽培指導者のための

植物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

宮崎

○ ○
1/17～
19

NPO植物工場

研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅱ(第

1回）
○ ○

実習

見学
100,000

○ 1/19
大阪府立大
学

フィールドワーク②

「現地視察で学ぶ」奈良県
（山口農園）

○ 見学 3,000

有機JAS施設
園芸や

これからの

農業経営を
学びたい人

奈良県宇
陀市

バス移動

 1/24～
25 愛媛大学 

Eコース：植物生体情報を活用

した栽培管理（教育方法）
〇
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○ 1/27
三重県農業
研究所

環境制御の実際③施設内の温
度むら改善

○ 実習 0

○
 1/30～
31 愛媛大学 

Dコース：植物工場の経営者育
成（太陽光工場でのパプリ
カ、レタス）

○ 1,000

○ ○
1/31～
2/2

NPO植物工場
研究会

人工光型植物工場の理想環境
をさぐる

○ 実習 50,000

○ ○
2/15～
16

NPO植物工場
研究会

植物工場事業計画のソフト
ウェアによる策定

○ ○ ○ 33,000

○ 2/16
三重県農業
研究所

植物工場における組織運営 ○ 見学 0

○ 2/21 愛媛大学 
植物工場先端技術セミナー
（植物工場におけるGAP対応）

○ ○ ○ 0

○ ○
 2/21～
23

NPO植物工場
研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅱ(第
2回）

○ ○
実習

見学
↑

2/28 愛媛大学 
Eコース：植物生体情報を活用
した栽培管理（ピーマン実践
編）

○

3/3 愛媛大学 
Eコース：植物生体情報を活用
した栽培管理（トマト実践
編）

○

○
3/15～
17

NPO植物工場
研究会

春の学校＜人工光型初級研修
＞

○ ○ ○ 見学 42,000

注　受講料欄の「↑」は、前回の受講料に含まれることを表す。

 
 
 
 
b.研修成果概要 
① アンケートの結果（共通様式） 
各研修に共通するアンケート項目として、主な３項目を設定し、実施した。 

集計結果は以下のとおりであり、拠点毎の研修の内容によって、受講生の所属に大きな違

いがみられ、「研修に期待したこと」、「研修内容の満足度」での違いにも現れている。  
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４．２ 人材育成に係るコンテンツの作成  
4.2.1 共通コンテンツの作成  
 理論的にも優れ、また高度な人材育成に資すると考えられる「環境制御のための植物生理」（Dr. 

Ep Heuvelink ワゲニンゲン大准教授著、’17.3発刊予定）について、そのサマリーを作成し（中

野 研修検討専門委員長執筆）、当協会のホームページ／各種資料ダウンロード／｢植物工場研修資

料｣に掲載した。また、各研修拠点の受講生その他の対象者に配布できるよう冊子化した。。 

 

１　受講生の所属

回答数 生産者 JA 企業
行政･普及
指導機関

教育･研究
機関

その他

  全体（人） 602 141 22 214 106 50 47
　（割合：％） 23.4 3.7 35.5 17.6 8.3 7.8

農研機構 15.3 5.4 42.3 18.9 14.4 3.6
植物工場研究会 46.0 4.0 38.0 4.0 0.0 8.0
三重県農業研究所 67.5 0.0 14.3 7.8 1.3 0.0
大阪府立大学 12.0 1.0 51.4 8.7 6.7 16.3
愛媛大学 15.4 7.7 19.2 37.8 12.2 3.2

２　研修に期待した
こと(業務の改善等)

（現在取り組んで
いる業務の改善）

（今後取り組む予
定の業務）

（将来の業務等へ
の参考）

（その他）

1 2 3 4

  全体（人） 602 262 238 118 24
　（割合：％） 43.5 39.5 19.6 4.0

農研機構 39.6 51.4 15.3 1.8
植物工場研究会 44.0 36.0 26.0 0.0
三重県農業研究所 63.6 29.9 2.6 3.9
大阪府立大学 40.9 34.6 25.0 6.7
愛媛大学 39.7 43.6 21.8 3.2

３　研修内容の満足度 （低い） （高い）

1 2 3 4 5

  全体（人） 602 1 3 54 222 238
　（割合：％） 0.2 0.5 9.0 36.9 39.5

農研機構 0.0 0.9 11.7 46.8 38.7
植物工場研究会 0.0 0.0 8.0 28.0 64.0
三重県農業研究所 0.0 0.0 5.2 51.9 42.9
大阪府立大学 0.0 1.0 16.3 42.8 29.3
愛媛大学 0.6 1.3 19.9 52.6 26.3
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4.2.2 研修用資料の公開 

 以下について、前項と同様、当協会ホームページの「植物工場研修資料」に追加して掲載

する。 
イ．「次世代施設園芸富山拠点の取組みについて」（平成 28年 10月 6日実施））（室田治彦 株

式会社 富山環境整備 アグリ事業部部長） 
ロ．「これだけは知っておきたい施設園芸基礎知識 「貯蔵と品質保持の話」」（平成 28 年 8

月 2日実施）（今堀義洋 大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 教授） 
ハ．「培養液の作り方と調整方法 養液栽培の基礎理論 実際の培養液管理」（平成 28 年 12

月 13日実施）（和田光生 大阪府立大学大学院 生命環境科学研究科 講師） 
ニ．「高温期の温室内環境と植物環境応答」（平成 28年 8月 1日実施）（髙山弘太郎 愛媛大

学大学院農学研究科 准教授） 

ホ．「Dコース：植物生体情報を活用した栽培管理（Web講義）」（平成 28年 12月 21日～2月

8日実施）谷口浩之 富士通株式会社、三好譲 愛媛大学、髙山弘太郎 愛媛大学） 

へ．「植物生理の基礎知識 植物生体情報活用のためのデータ解析」（平成 29年 1月 12日実

施）（髙山弘太郎 愛媛大学大学院農学研究科 准教授） 

 

 

８．次世代施設園芸に係る人材育成プログラムの構築 

８．１ 研修の受け入れ先と研修生のマッチング支援 

次世代施設園芸拠点では、数 ha程度の大規模施設園芸の運営に必要な人材の育成が進められて

いる。高度環境制御技術を用いた栽培管理の他に、多数の従業員を効率に管理し計画的な作業や

出荷を進めるマネージメントや、販路開拓と需要に応じた生産や選果、出荷を行うことなど、従

来の規模の施設園芸経営ではあまり求められていない要素が必要となっている。 

 次世代施設園芸拠点では、OJTの中で一通りの作業を経験しながら、こうした要素についても

管理者の視点で身につけることが求められている。 

 本年度は自前の管理者の育成が急務である拠点がほとんどであるが、愛知県拠点では外部から

研修生を受け入れ、こうした要素についても身につけるよう準備を進めている。一定の経験を積

んだ後、独立して大規模経営へ参入が可能なよう、OJTの他、以前より実証施設で蓄積したノウ

ハウなどについての各種カリキュラムを準備中である。 

 

 

８．２ 研修指導者の育成 

 次世代施設園芸拠点ではマネージメント人材の育成が必要となっているが、参考となる先行事

例も少なく、試行錯誤も多く見られる。一方で、10カ所となった各拠点は環境条件や設備仕様、

栽培作物等はおのおので異なるものの、2.4ha～4.3ha の大規模施設運営を数 10名～100名程度の
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従業員により行う点で、共通の課題も見られる。 

そこで各拠点の生産担当者が一堂に会して、共通の課題についての情報交換や意見交換を進め、

全体レベルの向上をはかる取り組みを行った。またその中で、次代を担う指導者を育成すること

も念頭に置いた。具体的な取り組みは以下の通りである。 

a.取り組みの名称：次世代施設園芸拠点情報交換会(第 1回） 

b.開催日と場所：平成 29年 1月 27日、高知県農業担い手育成センター会議室 

c.出席者：次世代施設園芸拠点生産担当者（全 10拠点より 1～2名の出席）、行政担当者、他。 

d.ファシリテーター：吉田征治専門委員（JA全農生産資材部） 

e.テーマと討議内容 

(1)組織体制について 

 立ち上げ時のパート雇用の方法、作業グループの編成や組織構造、中間管理層の組み方につい

て、各拠点の状況や課題を報告された。 

(2)作業指示の方法について 

 パート従業員への作業指示の手段やルート、作業標準書等の作成方法等について、栽培開始が

先行した拠点の状況が参考例として報告された。特に、複数の社員から異なる指示が出されない

よう、指示ルートの統一に注意がなされた。 

(3)収量予測について 

 生産側と販売側をつなぐデータとして収量予測の活用例が報告され、長期予測と短期予測の使

い分けや、トマトにおける収量予測手法の概要も先行する拠点から報告された。また研究サイド

からの提案として環境条件と生育モデルにもとづく収量予測方法の紹介もされた。 

(4)休日の取り方について 

 雇用環境が年々厳しくなる中で、週休 2 日制をとって従業員募集を行う拠点が多く見られる。

休みを取りやすい職場であることで、従業員確保を有利に進められることがあるためである。一

方で、生産や出荷のスケジュールとも調整しつつ、週休 2 日制を維持するにはノウハウが必要と

見られ、繁忙期には休日を分散するなどの実施例が紹介された。 

(5)モチベーションの向上について 

 栽培管理や選果作業を効率的に進め、計画沿った出荷を行うことが大規模施設栽培ではより高

く求められる。そのために従業員の能力を高めるとともに、その元となるモチベーションの維持、

向上も必要となる。従業員の評価や処遇、リーダーや社員への登用など、具体的例について紹介

がされた。 

(6)設備管理について 

 大規模施設には数多くの設備や機材があり、点検やメンテナンスを定期的に行う必要がある。

契約により外部に委託している例、専属の担当者を置き業務として実施している例、自社で設備

の診断や点検のノウハウを蓄積している例などが紹介された。 

(7)次世代施設園芸ネットワーク（仮称）の構築について 

 最後に、このような情報交換の場の必要性や継続について意見が出され、拠点間のネットワー
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ク形成のための意見交換会や相互訪問などの継続開催が提起された。 
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